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ま え が き

工業統計調査は、我が国の工業の実態を明らかにするために、統計法に基づ

く指定統計第１０号として、全国の製造業に属する事業所を対象に経済産業省

が毎年実施している統計調査です。

この報告書は、平成１９年１２月３１日現在で行われた調査の本県分の結果

を取りまとめたものです。

本県における工業の実態把握や今後の産業発展のための基礎資料として、あ

るいは各方面の研究資料として、広く本書を活用していただければ幸いです。

なお、この調査の実施に当たり格別の御協力をいただきました事業所の方々

をはじめ、関係する皆様に対し深く感謝いたしますとともに、今後一層の御支

援を賜りますようお願いいたします。

平成２１年３月

島根県政策企画局長 今 井 康 雄
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利 用 上 の 注 意

Ⅰ 工業統計調査について

１ 調査の目的

工業の実態を明らかにすることを目的とする。

２ 調査の実施

統計法（昭和 22 年法律第 18 号）に基づく指定統計調

査（指定統計第 10 号）であり、工業統計調査規則（昭和 26
年通商産業令第 81 号）によって実施される。

３ 調査の期日

平成 19 年 12 月 31 日現在

４ 調査の範囲

日本標準産業分類（平成１４年総務省告示第１３９号）

に掲げる大分類Ｆ－製造業に属する事業所（国に属する

事業所を除く）である。

製造業には、有機又は無機の物質に物理的、化学的変

化を加えて新製品を製造し、これを卸売する事業所が分

類される。

西暦末尾が「0、3、5、8」の年は、全事業所を調査の

対象とし、それ以外の年は、従業者４人以上の事業所を

調査対象としている。

今回は、西暦 2007 年のため、従業者４人以上の事業

所のみ調査した。

５ 調査の方法

従業者 30 人以上の事業所については「工業調査票甲」、

従業者 29 人以下の事業所については「工業調査票乙」を

用い、申告者（事業所の管理責任者）の自計申告により

調査した。

Ⅱ 用語及び集計項目の説明について

１ 事業所数

平成 19 年 12 月 31 日現在の数字である。

なお、事業所とは、一般に工場、製作所、製造所ある

いは加工所などと呼ばれているような、一区画を占めて

主として製造又は加工を行っているものである。

２ 従業者数

平成 19 年 12 月 31 日現在の常用労働者数と個人事業

主及び無給家族従業者数との合計である。

(１) 常用労働者とは、次のいずれかのものをいう。

ア 期間を定めず、又は１か月を超える期間を決めて

雇われている者

イ 日々又は１か月以内の期間を限って雇われていた

者のうち、その月とその前月にそれぞれ 18 日以上雇

われた者

ウ 人材派遣会社からの派遣従業者、別の企業からの

出向従業者などで上記ア、イに該当する者

エ 重役、理事などの役員のうち、常時勤務して毎月

給与の支払を受けている者

オ 事業主の家族でその事業所に働いている者のうち、

常時勤務して毎月給与の支給を受けている者

(２) 個人事業主及び無給家族従業者とは、業務に従事

している個人事業主とその家族で無報酬で常時就業

している者をいう。（実務に携わっていない事業主と

その家族で手伝い程度の者は含まれていない。）

３ 現金給与総額

平成 19 年１年間に、常用労働者のうち雇用者に対して

決まって支給された給与（基本給、諸手当等）及び特別

に支払われた給与（期末賞与等）の額とその他の給与額

の合計である。

その他の給与額とは、常用労働者のうち雇用者に対す

る退職金、解雇予告手当、出向・派遣受入者に係る支払

額及び常用労働者に含まれない臨時及び日雇の者に対す

る諸給与等である。

４ 原材料使用額等

平成 19 年１年間における原材料使用額、燃料使用額、

電力使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費及び

転売した商品の仕入額である。なお、平成 19 年調査から

製造等に関連する外注費、転売した商品の仕入額が追加

されている。

(１) 原材料使用額とは、主要原材料、補助材料、購入

部分品、容器、包装材料、工場維持用の材料及び消

耗品等の使用額であり、原材料として使用した石炭、

石油等も含んでいる。また、下請工場等に原材料を

支給して製造加工を行わせた場合には、支給した原

材料の額も含んでいる。

(２) 電力使用額とは、購入した電力の使用額であり、

自家発電は含んでいない。

(３) 委託生産費とは、原材料又は中間製品を他の企業

の工場等に支給して、製造又は加工を委託した場合、

これに支払った加工賃及び支払うべき加工賃である。

(４) 製造等に関連する外注費とは、生産設備の保守・

点検・修理、機械・装置の操作、製品の検査・梱包、

製品に組み込まれるソフトウェアの開発、製品の据

付に係る建設業務、販売した製品の保守・修理等、

当該事業所収入に関係する直接的な外注費用である。

(５) 転売した商品の仕入額とは、実際に売り上げた転

売品に対応する仕入額であり、在庫となったものは

含んでいない。

５ 製造品出荷額等

平成 19 年１年間における製造品出荷額、加工賃収入額、

製造工程から出たくず及び廃物の出荷額及びその他収入

額の合計である。なお、平成 19 年調査からその他収入額

が追加されている。

(１) 製造品の出荷とは、その事業所の所有に属する原

材料によって製造されたもの（原材料を他に支給し

て製造させたものを含む。）を平成 19 年中にその事

業所から出荷した場合をいう。また、次の場合も含

まれる。

ア 同一企業に属する他の事業所へ引き渡したもの。

イ 自家使用されたもの（その事業所において最終製

品として使用されたもの）

ウ 委託販売に出したもの（販売済みでないものを含

み、平成 19 年中に返品されたものを除く）
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(２) 製造品出荷額は、工場出荷価額によっている。内

国消費税を課せられたものはその税額を含め、割引

き、値引きされたものはその分を差し引いた販売価

額によっている。

(３) 加工賃収入額とは、平成 19 年中に他の所有に属す

る主要原材料によって製造し、あるいは他の所有に

属する製品、又は半製品に加工、処理を加えた場合、

これに対して受け取った、又は受け取るべき加工賃

である。

(４) その他収入額とは、修理料収入、転売収入（仕入

商品販売収入）、建設業収入等の製造以外の事業活動

に伴う収入額である。ただし、知的財産収入、利子

・配当などの事業外収入及び財産売却収入は含んで

いない。

６ 製造品、半製品及び仕掛品、原材料及び燃料の在庫額

事業所の所有に属するものを帳簿価額によって記入し

たものであり、原材料を他に支給して製造される委託生

産品を含んでいる。

７ 有形固定資産

有形固定資産に関する数字は、平成 19 年１年間のもの

で帳簿価額によっている。

(１) 有形固定資産の取得額等には、次の区分がある。

ア 土地

イ 建物及び構築物（土木設備、建物付属設備を含む。）

ウ 機械及び装置（付属設備を含む。）

エ 船舶、車両、運搬具、耐用年数１年以上の工具、

器具及び備品等

(２) 建設仮勘定の増加額とは、この借方に加えられた

額であり、減少額とは、この勘定から他の勘定に振

り替えられた額である。

(３) 有形固定資産の除却額とは、有形固定資産の売却、

撤去、滅失及び同一企業に属する他の事業所への引

き渡し等の額である。

８ リ－ス契約による契約額及び支払額

(１) リ－スとは、賃貸借契約であって、物件を使用す

る期間が１年を超え、契約期間中は原則として中途

解約のできないものをいう。なお、リ－ス取引に係

る会計処理を通常の売買取引に係る方法に準じて行

っている場合は、有形固定資産の取得となる。

(２) リ－ス契約額とは、新規に契約したリ－スのうち、

平成 19 年１月から 12 月までにリ－ス物件が納入、

設置されて検収が完了し、物件借受書を交付した物

件に対するリ－ス物件の契約額をいい、消費税額を

含んだ額である。

(３) リ－ス支払額とは、平成 19 年１月から 12 月まで

にリ－ス物件使用料として実際に支払った月々のリ

－ス料の年間合計金額をいい、消費税額を含んだ額

である。したがって、平成 18 年以前にリ－ス契約し

た物件に対して、当年において支払われたリ－ス料

を含む。

９ 内国消費税

酒税、たばこ税、揮発油税及び地方道路税の納付税額

又は納付すべき税額の合計である。

10 工業用地

(１) 敷地面積とは、平成 19 年 12 月 31 日現在におい

て、事業所が使用（賃借を含む。）している敷地の全

面積である。ただし、鉱区、住宅、寄宿舎、グラン

ド、倉庫及びその他福利厚生施設等に使用している

敷地については、生産設備などの敷地と道路（公道）、

へい、さくなどにより明確に区別される場合及びこ

れらの敷地の面積が何らかの方法で区別できる場合

は除いている。また、事業所の隣接地にある拡張予

定地は含めている。

(２) 建築面積とは、事業所「敷地面積」内にあるすべ

ての建築物の面積をいう。また、平成 19 年 12 月 31
日現在建設中のものであっても、帳簿に建設仮勘定

として計上したものは含めている。

(３) 延べ建築面積とは、事業所「敷地面積」内にある

すべての建築物の各階の面積の合計である。

11 工業用水

(１) 淡水

ア 水源別用水量

（ア）公共水道 都道府県又は市町村によって経営さ

れている工業用水道又は上水道から取水した水を

いう。

・工業用水道 飲用に適しない工業用水を供給す

る水道（工業用水道）から取水した水をいう。

・上水道 一般の水道のことで、飲用に適する水

を供給する水道（上水道）から取水した水をいう。

（イ）井戸水 浅井戸、深井戸又は湧水から取水した

水をいう。

（ウ）その他の淡水 （ア）、（イ）のいずれにも属し

ない淡水であって、（エ）回収水にも属しないもの

をいう。例えば、農業用水路から取水した水、他

の工場から供給をうけた水などをいう。

（エ）回収水 事業所内で一度使用した水を、冷却塔、

戻水池、沈でん池、循環装置などの回収装置を通

じて回収使用する水をいい、上記の施設を通さず

に循環して使用しているものも含んでいる。

イ 用途別用水量

（ア）ボイラ用水 ボイラ内で蒸気を発生させるため

に使用された水をいう。

（イ）原料用水 製品の製造過程において、原料とし

てそのまま使用された水あるいは製品原料の一部

として添加使用された水をいう。

（ウ）製品処理用水及び洗じょう用水 原料、半製品、

製品などの浸漬や溶解等の物理的な処理を加える

ために使用された水及び工場の設備又は原料、製

品の洗じょうの用に供された水をいう。

（エ）冷却用水・温調用水 工場の設備又は製品の冷

却用に使用された水・工場内の温度又は湿度の調

整のために使用された水をいう。

（オ）その他の水 (ア)から(エ)までに含まれない、

就業者の飲用、入浴用、その他の雑用水をいう。

（２） 海水

海水及び河川のうち常時潮の影響を受けている部
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分から取水した水をいう。

12 諸計算式

(１) 生産額＝製造品出荷額＋加工賃収入額（注１）＋（製

造品年末在庫額－製造品年初在庫額）＋（半製品及

び仕掛品年末額－半製品及び仕掛品年初額）

ただし、従業者 29 人以下の事業所については、製

造品出荷額と加工賃収入額の合計の数値を生産額と

した。

(２) 付加価値額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫

額－製造品年初在庫額）＋（半製品及び仕掛品年末

額－半製品及び仕掛品年初額）（注２）－内国消費税額－

推計消費税額－原材料使用額等－減価償却額

ただし、従業者 29 人以下の事業所については、粗

付加価値額として算出した。

(３) 粗付加価値額＝製造品出荷額等－推計消費税額－

内国消費税額－原材料使用額等

(４) 有形固定資産の年末現在高＝年初現在高＋取得額

－除却額－減価償却額

(５) 有形固定資産の建設仮勘定の年間増減＝増加額－

減少額

(６) 有形固定資産投資総額＝取得額＋建設仮勘定の年

間増減

現金給与総額
(７) 労働分配率 ＝ × 100

付加価値額

原 材 料 使 用 額 等
(８) 原 材 料 率＝ × 100

製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）

＋（半製品及び仕掛品年末額－半製品及び仕掛品年初額）（注２）

－内国消費税額－推計消費税額

付加価値額
(９) 付加価値率＝ × 100

製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）

＋（半製品及び仕掛品年末額－半製品及び仕掛品年初額）（注２）

－内国消費税額－推計消費税額

現金給与総額
(10) 現金給与率＝ × 100

製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）

＋（半製品及び仕掛品年末額－半製品仕掛品年初額）（注２）

－内国消費税額－推計消費税額

製造品年末在庫額
(11) 製造品在庫率＝ × 100

生産額－内国消費税額－推計消費税額

半 製 品 ･ 仕 掛 品 年 末 在 庫 額
(12) 半製品･仕掛品在庫率 ＝ × 100

生産額－内国消費税額－推計消費税額

原 材 料 ･ 燃 料 年 末 在 庫 額
(13) 原 材 料 ･ 燃 料 在 庫 率＝ × 100

生産額－内国消費税額－推計消費税額

(14) 在庫投資額＝年末在庫額－年初在庫額

(15) 有形固定資産回転率

製 造 品 出 荷 額 等 × 2
＝

有形固定資産年初現在高+有形固定資産年末現在高

付加価値額
(16) 資本生産性＝ × 100

有形固定資産年末現在高

(17) 労働生産性(従業者 1 人当たりの付加価値額)

付加価値額(従業者２９人以下の事業所は､粗付加価値額)
＝

従 業 者 数

(18) 常用労働者 1 人当たり現金給与総額(月額)

現金給与総額
＝

常用労働者数(年末)× 12
(19) 土 地 生 産 性 ( 1 , 0 0 0 ㎡ 当 た り 製 造 品 出 荷 額 等 )

製造品出荷額等× 1,000
＝

事 業 所 敷 地 面 積

島 根 県 の 産 業 別 構 成 比
(20) 産 業 別 特 化 係 数 =

全 国 の 産 業 別 構 成 比

注１：平成 18 年以前は、製造品出荷額等

２：平成 18 年以前は、生産額

13 事業所の産業の決定方法

産業別に集計するための産業格付けの方法は、次のと

おりである。

(１) 一般的方法

日本標準産業分類に基づき、産業の格付けを行っ

ており、製造品が単品の事業所については、品目６

けた番号の上４けたで産業細分類を決定し、また、

品目が複数の場合は上２けたの番号（中分類）を同

じくする品目の製造品出荷額をそれぞれ合計して、

その額の最も大きいもので２けた番号を決定する。

その決定された２けたの番号のうち、上記と同様

な方法で３けた番号（小分類）、さらに４けた番号（細

分類）を決定し、最終産業格付けを行っている。

(２) 特殊な方法

上記の方法以外に作業工程、機械設備等により産

業を決定しているものは以下のとおりである。

高炉による製鉄業、転炉・電気炉による製鋼・製

鋼圧延業、熱間圧延業、冷間圧延業、冷間ロール成

型形鋼製造業、鋼管製造業、伸鉄業、磨棒鋼製造業、

引抜鋼管製造業、伸棒業、その他の製鋼を行わない

鋼材製造業（表面処理鋼材を除く）

14 工業統計調査用産業分類について

(１) 工業統計調査用産業分類は、原則として日本標準

産業分類によるが、事業所数が少ないこと等により、

一部日本標準産業分類とは相違している（別表１参

照）

(２)「中分類 19 プラスチック製品製造業（別掲を除く）」

の別掲については、別表２のとおりである。

15 産業分類の表記

産業中分類の名称については、別表３のとおり省略表

記した。

産業小分類、産業細分類については、名称中の製造業

を省略して表記した。

16 産業３類型別、重化学工業・軽工業別分類

産業３類型別産業区分及び重化学工業・軽工業区分は、

別表４のとおりである。

17 広域市町村圏域区分

広域市町村圏域区分は、別表５のとおりである。

Ⅲ 記号及び注記について

１ この調査結果報告書に用いた記号は、次のとおりであ

る。
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「－」 … 該当数字なし

「△」 … マイナスの数値

「０」 … 四捨五入のため単位未満

「Ｘ」 … １または２の事業所に関する数値であるた

め秘匿した箇所である。また、３以上の事業

所に関する数値でも、個々の事業所に関する

数値が判明する箇所は「X」で表した。

２ 概要中の折線グラフの凡例は、平成 19 年の数値の大き

い順に上から示してある。

３ 統計表中の数値は、四捨五入したため、内訳が合計に

一致しない場合がある。

４ この調査結果報告書の平成 19 年の数値は、本県で集計

したものであり、後日経済産業省から公表される「工業

統計表」の数値と相違することがある。

平成 18 年以前の数値は経済産業省公表の「工業統計表」

による。

５ 平成14年日本標準産業分類改訂に伴い、「新聞業」「出

版業」「もやし製造業」が他の産業分類に移行したため、

平成13年以前の数値も前記３業種の数値を除いている。

６ 平成16年調査から指定統計調査結果における従業者数

の秘匿は解除することができることとなったため、時系

列表の１または２の事業所の従業者数については、平成

16年の集計数値から秘匿していない。

７ 平成19年調査から、製造業の実態を的確に把握するた

め、製造以外の活動もとらえる調査内容とした（製造品

出荷額等に「その他収入額」、原材料使用額等に「製造等

に関連する外注費」、「転売した商品の仕入額」を追加）

ことにより、製造品出荷額等、原材料使用額等及び付加

価値額は前年の数値と接続しない。

８ 問い合わせ先

〒 690-8501 松江市殿町１番地

島根県政策企画局統計調査課

℡（0852）22 － 5073



別表２ プﾗｽﾁｯｸ製品製造業(別掲を除く)の別掲について

製 造 品 名 細 分 類
家具 1499
プラスチック版 1621
写真ﾌｨﾙﾑ（乾板を含む） 1795
履物､同附属品 2022
手袋 2151
かばん 2161
袋物 2171
ハンドバック 2172
耐火物 2251～2259
模造真珠 2293
歯車（時計用､がん具用を除く） 2675
軸受(玉軸受､ころ軸受) 2694
抵抗器(配電制御用) 2713
コンデンサ(通信機用を除く) 2719
通信機用抵抗器､コンデンサ 2914
メモリのついた三角定規 3111
注射筒 3131
義歯 3135
眼鏡 3161
歯車(時計用) 3171
時計側 3172
楽器 3221～3229
歯車(がん具用) 3231
運動用具 3234
事務用品 3241～3249
装身具､装飾品 3251
ボタン 3253
かつら 3255
漆器 3261
畳 3272
うちわ､扇子 3273
ほうき､ブラシ 3274
傘､同附属品 3275
喫煙用具 3277
魔法瓶 3278
看板･標識機 3292
パレット 3293
モデル･模型 3294
工業用模型 3295
レコード 3296

別 表 ３ 省 略 表 示

省 略 表 示 産 業 中 分 類
09 食料品 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料 飲料･たばこ･飼料製造業
11 繊維 繊維工業(衣服･その他の繊維製品を除く)
12 衣服 衣服･その他の繊維製品製造業
13 木材 木材･木製品製造業(家具を除く)
14 家具 家具･装備品製造業
15 パルプ・紙 パﾙプ･紙･紙加工品製造業
16 印刷 印刷･同関連産業
17 化学 化学工業
18 石油・石炭 石油製品･石炭製品製造業
19 プラスチック プﾗｽﾁｯｸ製品製造業
20 ゴム ゴﾑ製品製造業
21 皮革 なめし皮･同製品･毛皮製造業
22 窯業・土石 窯業･土石製品製造業
23 鉄鋼 鉄鋼業
24 非鉄金属 非鉄金属製造業
25 金属製品 金属製品製造業
26 一般機械 一般機械器具製造業
27 電気機械 電気機械器具製造業
28 情報通信機械 情報通信機械器具製造業
29 電子部品 電子部品・デバイス製造業
30 輸送機械 輸送用機械器具製造業
31 精密機械 精密機械器具製造業
32 その他の製造業 その他の製造業

別表１ 日本標準産業分類と工業統計調査用産業分類との違い

工業統計調査用産業分類 日本標準産業分類
1521 洋紙・機械すき和紙製造 1521 洋紙製造業

業 1523 機械すき和紙製
（1521 洋紙製造業、1523機 造業
械すき和紙製造業を統合）

別表４ 産業3類型別分類､重化学工業･軽工業別分類

産業3類型 産業中分類 重化学工業 軽 工 業
基礎素材型産業 13 木材 ○

15 パルプ・紙 ○
17 化学 ○
18 石油・石炭 ○
19 プラスチック ○
20 ゴム ○
22 窯業・土石 ○
23 鉄鋼 ○
24 非鉄金属 ○
25 金属製品 ○

加工組立型産業 26 一般機械 ○
27 電気機械 ○
28 情報通信機械 ○
29 電子部品 ○
30 輸送機械 ○
31 精密機械 ○

生活関連･ 09 食料品 ○
その他型産業 10 飲料・たばこ・飼料 ○

11 繊維 ○
12 衣服 ○
14 家具 ○
16 印刷 ○
21 皮革 ○
32 その他の製造業 ○

別表５ 広域市町村圏域区分

広域市町村
区 域

圏 域 名

松 江 地 区 松江市、安来市、東出雲町

出 雲 地 区 出雲市、斐川町

雲 南 地 区 雲南市、奥出雲町、飯南町

大 田 地 区 大田市、川本町、美郷町、邑南町

浜 田 地 区 浜田市、江津市

益 田 地 区 益田市、津和野町、吉賀町

隠 岐 地 区 海士町、西ノ島町、知夫村、隠岐の島町

5



従業者４人以上の事業所
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調査結果の概要 

 

 

 

１．主要項目の状況 
                                                               単位：人、万円、％ 

注：製造品出荷額等、原材料使用額等及び付加価値額の増減数、増減率については、利用上の注意 

Ⅲ－７参照 

 
２．産業細分類別（４桁分類）ベスト３ 
                                                                    単位：人、万円 

 １位 ２位 ３位 

1311 一般製材 0999 他に分類されない食料品 1611 印刷物 事業所数 

72 58 54 

2914 抵抗器・ｺﾝﾃﾞﾝｻ・変成器・複合部品 3013 自動車部品・附属品 2321 製鋼・圧延 従業者数 

4,090 2,385 1,732 

2822 ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 2321 製鋼・圧延 2914 抵抗器・ｺﾝﾃﾞﾝｻ・変成器・複合部品製造品出荷額等 

22,250,337 X 11,553,234 

2321 製鋼・圧延 2914 抵抗器・ｺﾝﾃﾞﾝｻ・変成器・複合部品 3013 自動車部品・附属品 付加価値額 

X 4,809,470 2,158,215 

 

 

３．市町村別ベスト３ 
                                                                      単位：人、万円 

 １位 ２位 ３位 

出雲市 松江市 浜田市 事業所数 

307 269 159 

出雲市 斐川町 安来市 従業者数 

8,058 6,096 5,869 

斐川町 安来市 出雲市 製造品出荷額等 

35,036,756 22,481,849 13,138,816 

安来市 斐川町 出雲市 付加価値額 

11,237,158 5,578,897 5,153,867 

調査結果の概要 

（従業者４人以上の事業所） 

年次 平成１８年 平成１９年

事業所数 1,565 1,547 △ 18 △ 1.2

従業者数 44,936 45,444 508 1.1

製造品出荷額等 111,171,304 120,150,135 - -

現金給与総額 15,550,192 16,200,386 650,194 4.2

原材料使用額等 68,637,122 75,495,512 - -

付加価値額 38,291,253 40,582,619 - -

１事業所当たり
製造品出荷額等

71,036 77,667 - -

１人当たり
製造品出荷額等

2,474 2,644 - -

増減数 増減率
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４．圏域別産業中分類別ベスト３ 

 

 

 

（１）事業所数
１位 ２位 ３位

食料品 一般機械 金属製品
108 77 36

食料品 衣服 一般機械
78 46 42

食料品 衣服 一般機械
41 33 14

食料品 窯業・土石 衣服
40 25 17

食料品 窯業・土石 衣服
86 36 17

衣服 食料品 木材
22 20 17

食料品 窯業・土石 木材、家具
12 7 2

（２）従業者数 単位：人
１位 ２位 ３位
鉄鋼 一般機械 食料品
3,325 3,093 2,224

電子部品 情報通信機械 食料品
3,252 1,566 1,224

一般機械 電子部品 電気機械
956 698 664

食料品 電子部品 窯業・土石
530 502 431

食料品 窯業・土石 輸送機械
1,566 521 495
衣服 プラスチック 輸送機械
490 470 405

窯業・土石 食料品 飲料・飼料・たばこ
88 76 27

（３）製造品出荷額等 単位：万円
１位 ２位 ３位
鉄鋼 一般機械 食料品

X 6,274,122 2,165,061
情報通信機械 電子部品 鉄鋼
22,465,834 9,031,957 2,548,846
一般機械 電子部品 電気機械
3,945,536 2,079,934 X
輸送機械 非鉄金属 電子部品
1,083,486 X 929,462

食料品 木材 パルプ・紙
2,061,681 X X
輸送機械 プラスチック 化学
1,423,198 X X
窯業・土石 食料品 飲料・飼料・たばこ
213,669 40,786 X

（４）付加価値額 単位：万円
１位 ２位 ３位
鉄鋼 一般機械 食料品

X 2,680,718 997,111
電子部品 食料品 精密機械
3,838,788 693,647 690,200
一般機械 電子部品 電気機械
1,792,489 591,763 X
非鉄金属 輸送機械 電子部品

X 328,074 267,975
食料品 窯業・土石 化学
818,403 484,565 X
輸送機械 プラスチック 化学
411,805 X X

窯業・土石 食料品 飲料・飼料・たばこ
144,864 21,019 X

大田地区

浜田地区

益田地区

隠岐地区

浜田地区

益田地区

隠岐地区

松江地区

出雲地区

雲南地区

益田地区

隠岐地区

松江地区

出雲地区

雲南地区

大田地区

隠岐地区

松江地区

出雲地区

雲南地区

大田地区

浜田地区

松江地区

出雲地区

雲南地区

大田地区

浜田地区

益田地区
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１．平成１９年の結果と最近１０年間の推移 (従業者 4 人以上の事業所) 

(1) 事業所数  1547 事業所（前年比△1.2％） 

・平成１８年に比べ平成１９年は１８事業          

所減少し、２年連続の減少となった。 
 

・最近１０年間の推移をみると、平成１２年ま 

では２０００事業所以上で推移していたもの

の、平成１３年に２０００事業所を割り、以降

は増減を繰り返しながらも減少傾向にある。                           
(図１－１) 

 

 

 

(2) 従業者数  4 万 5444 人(前年比 1.1％) 

・平成１８年に比べ平成１９年は５０８人増加

し、３年連続の増加となった。 
 

・最近１０年間の推移をみると、平成１１年か

ら平成１６年まで６年連続減少し、最も減少率

の大きかった平成１４年の減少数は、３１６８

人だった。           (図１－２)  
                       

 

 

 

(3) 製造品出荷額等  1 兆 2015 億 135 万円 

・最近１０年間の推移をみると、平成１５年に

１兆円を割った以外は、常に１兆円を超えて推

移しており、最高は平成１２年の１兆２１８６

億円だった。          (図１－３) 
                   

図 1-1 事業所数の推移 

図 1-2 従業者数の推移 

図 1-3 製造品出荷額等の推移

※H19 年から調査内容が変更になったため、前年の数値とは接続しない。 

そのため、H19 年の増減率は記載していない。 
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(4) 現金給与総額  1620 億 386 万円(前年比 4.2％) 

・平成１８年に比べ平成１９年は６５億１９

４万円増加し、３年連続の増加となった。 
 
・最近１０年間の推移をみると、平成１０年

には１９００億円台であったが、その後減少

を続け、平成１４年から平成１８年までは、

１５００億円台で推移している。 
(図１－４)                 

 

 

 

 

 

(5) 原材料使用額等  7549 億 5512 万円 

・最近１０年間の推移をみると、平成１２年

に前年比１３．３％と大きく増加した後、平

成１３年、平成１４年と連続で減少し、平成

１４年には５０００億円台にまで減少した

が、平成１５年からは再び増加傾向にある。 
 (図１－５)                             

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 付加価値額  4058 億 2619 万円 

・最近１０年間の推移をみると、平成１２年に

対前年比１４．２％と大きく増加し４２００億

円台となったが、平成１３年は逆に対前年比△

１３．０％と大きく減少し、平成１５年まで連

続で減少したが、平成１６年から再び増加傾向

にある。           (図１－６) 
                

図 1-4 現金給与総額の推移 

図 1-5 原材料使用額等の推移

図 1-6 付加価値額の推移 

※H19 年から調査内容が変更になったため、前年の数値とは接続しない。 

そのため、H19 年の増減率は、記載していない。 

※H19 年から調査内容が変更になったため、前年の数値とは接続しない。 

そのため、H19 年の増減率は、記載していない。 
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２. 事業所数 (従業者４人以上の事業所) 
 
最も多いのは食料品で ３８５事業所 

 
・産業中分類別にみると、前年に比べ増加したのは、食料品、木材などの８業種であった。一方、減少したのは、

窯業・土石、印刷など１１業種であった。                         （図２－１）      

 

・産業中分類別構成比をみると、地域密着型産業である食料品が２４．９％と最も大きく、上位５業種で県全体

の６０．５％を占めている。                               （図２－２）      

  

・上位５業種の最近５年間の推移をみると、平成１５年に比べ平成１９年は全ての業種で減少しており、特に窯

業・土石は、年々減少を続け平成１５年に比べ３６事業所（△２０．１％）減少した。       （表２）     

                                                     

・最も構成比の大きい食料品を小分類別にみると、水産食料品が１２２事業所で最も多く、次いでその他の食料

品１１３事業所、パン・菓子７８事業所の順になっている。           （時系列表 第１表参照）      

 

・食料品を市町村別にみると、浜田市が７６事業所で最も多く、次いで松江市が７５事業所、出雲市が７２事業

所の順になっており、この３市で食料品全体の５７．９％を占めている。    （市町村表 第１６表参照）     

 

 

図2-1 産業中分類別、前年との増減数（平成19 年） 図2-2 産業中分類別構成比（平成19 年） 

表2 産業中分類別、事業所数の推移（上位5業種） 単位：％

増減数 増減率

合　計 1,808 100.0 1,647 100.0 1,672 100.0 1,565 100.0 1 ,547 100.0 △ 18 △ 1.2

1 食料品 419 23.2 389 23.6 406 24.3 379 24.2 385 24.9 6 1.6

2 衣服 201 11.1 178 10.8 169 10.1 159 10.2 159 10.3 0 0.0

3 窯業・土石 179 9.9 163 9.9 160 9.6 156 10.0 143 9.2 △ 13 △ 8.3

3 一般機械 153 8.5 144 8.7 153 9.2 141 9.0 143 9.2 2 1.4

5 木材 147 8.1 126 7.7 122 7.3 102 6.5 106 6.9 4 3.9

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
対前年

実数

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

順位
産業中分類

平成15年

構成比 実数 構成比
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３. 従業者数 (従業者４人以上の事業所) 
 
電子部品で １９５人の増加 

 
・ 産業中分類別にみると、前年に比べ増加したのは、電子部品、プラスチックなど１６業種であった。一方、

減少したのは、窯業・土石、衣服など８業種であった。                 （図３－１）      

 

・ 産業中分類別構成比をみると、食料品が１４．０％と最も大きく、上位５業種で県全体の５３．６％を占め

ている。                                      （図３－２）     

                                                      

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、衣服が平成１６年以降年々減少しており、平成１５年に比べ平成

１９年は、９８９人（△２５．１％）減少している。                    （表３）     

 

・ 男女別にみると、全体では男性が２万８１１５人（６１．９％）、女性が１万７３２９人（３８．１％）と

なっている。また、産業中分類別にみると、男女比に大きな差があるのは、衣服の男性４２４人（１４．４％）

に対し、女性２５２１人（８５．６％）、鉄鋼の男性３８６７人（８９．７％）に対し、女性が４４３人（１

０．３％）となっている。                       （時系列表 第２９表参照）     

 

・ 平成１９年に最も増加した電子部品を市町村別にみると、斐川町が２８０３人で最も多く、電子部品全体の

４９．１％を占めている。                       （市町村表 第１６表参照）       

図3-1 産業中分類別、前年との増減数（平成19 年） 図3-2 産業中分類別構成比（平成19 年） 

表3 産業中分類別、従業者数の推移（上位5業種） 単位：人、％

増減数 増減率

合　計 45,406 100.0 43,558 100.0 43,594 100.0 44,936 100.0 45 ,444 100.0 508 1.1

1 食料品 6,691 14.7 6,523 15.0 6,468 14.8 6,350 14.1 6 ,368 14.0 18 0.3

2 電子部品 5,133 11.3 5,418 12.4 5,185 11.9 5,515 12.3 5 ,710 12.6 195 3.5

3 一般機械 4,952 10.9 4,936 11.3 4,935 11.3 4,918 10.9 5 ,008 11.0 90 1.8

4 鉄鋼 3,173 7.0 3,222 7.4 3,345 7.7 4,365 9.7 4 ,310 9.5 △ 55 △ 1.3

5 衣服 3,934 8.7 3,511 8.1 3,241 7.4 3,027 6.7 2 ,945 6.5 △ 82 △ 2.7

順位
産業中分類

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

実数 実数実数 構成比

平成19年

対前年
構成比 構成比実数 構成比 実数 構成比
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４. 製造品出荷額等 (従業者４人以上の事業所) 
 
情報通信機械が ２２４６億５８３４万円 
 

・ 産業中分類別構成比をみると、情報通信機械が１８．７％と最も大きく、上位５業種で県全体の６５．１％

を占めている。                                   （図４－１）      

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、鉄鋼の占める割合が、年々上昇している。一方、情報通信機械は、

県全体の中で大きなウェイトを占めているが、構成比は年々低下している。          （表４）      

 

・ 産業中分類別に１事業所当たりの金額をみると、情報通信機械が１８７億２１５３万円で最も多く、次いで

鉄鋼が ７６億６５１９万円、電子部品が４２億４１９１万円の順になっている。また、従業者１人当たり

の金額をみると、情報通信機械が１億４３４６万円で最も多く、次いで鉄鋼が５１５７万６千円、化学が３

７６９万６千円の順になっている。              （図４－２）（時系列表 第２２表参照） 

                                                      

・ 市町村別に１事業所当たりの金額をみると、斐川町が４０億２７２１万円で最も多く、次いで安来市が２１

億６１７２万円、吉賀町が８億４６７６万円の順になっている。       （市町村表 第７表参照）      

 
 

図4-1 産業中分類別構成比（平成19 年） 

表4 産業中分類別、製造品出荷額等の推移（上位5業種） 単位：万円、％

合　計 99,537,768 100.0 104,009,621 100.0 106,363,453 100.0 111,171,304 100.0 120 ,150 ,135 100.0

1 情報通信機械 23,998,717 24.1 23,424,763 22.5 22,514,088 21.2 21,995,495 19.8 22 ,465 ,834 18.7

2 鉄鋼 11,379,213 11.4 14,503,737 13.9 16,237,769 15.3 18,776,965 16.9 22 ,229 ,052 18.5

3 電子部品 9,324,166 9.4 12,097,426 11.6 11,326,178 10.6 12,966,121 11.7 14 ,422 ,496 12.0

4 一般機械 10,752,660 10.8 10,845,515 10.4 11,250,489 10.6 11,422,993 10.3 11 ,699 ,825 9.7

5 輸送機械 4,212,357 4.2 4,396,903 4.2 5,558,192 5.2 6,392,649 5.6 7 ,399 ,861 6.2

平成19年

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比実数順位
産業中分類

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

構成比

図4-2 産業中分類別、１事業所あたりの製造品出荷額等 

（平成19 年） 
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５. 現金給与総額 (従業者４人以上の事業所) 
 
電子部品で２３億５３７５万円の増加 

 
・ 産業中分類別にみると、前年に比べ増加したのは、電子部品、情報通信機械など１５業種であった。一方、

減少したのは、窯業・土石、衣服など９業種であった。                 （図５－１）      

 

・ 産業中分類別構成比をみると、鉄鋼が１５．５％と最も大きく、上位５業種で県全体の５９．４％を占めて

いる。                                      （図５－２）      

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、平成１５年に比べ平成１９年は、食料品以外で増加しており、特

に鉄鋼は年々増加しており、平成１５年に比べ平成１９年は７８億３５７９万円（４５．５％）増加してい

る。                                          （表５）      

                                

・ 産業中分類別に１事業所当たりの金額をみると、鉄鋼が８億６４０７万円で最も多く、次いで電子部品が７

億８４３万円、情報通信機械が４億５１３７万円の順になっている。また、従業者１人当たりの金額をみる

と、鉄鋼が５８１万４千円で最も多く、次いで一般機械が４３９万４千円、非鉄金属が４３６万７千円の順

になっている。                            （時系列表 第２２表参照）      

                                                       

・ 市町村別に従業者１人当たりの金額をみると、安来市が４９２万６千円で最も多く、次いで東出雲町が４０

８万３千円、斐川町が３９５万２千円の順になっている。          （市町村表 第７表参照）      

図5-1 産業中分類別、前年との増減数（平成19 年） 図5-2 産業中分類別構成比（平成19 年） 

表5 産業中分類別、現金給与総額の推移（上位5業種） 単位：万円、％

増減数 増減率

合　計 15,257,494 100.0 15,104,363 100.0 15,139,454 100.0 15,550,192 100.0 16 ,200 ,386 100.0 650,194 4.2

1 鉄鋼 1,722,225 11.3 1,744,137 11.5 1,855,231 12.3 2,326,242 15.0 2 ,505 ,804 15.5 179,562 7.7

2 電子部品 1,985,961 13.0 2,443,779 16.2 2,166,406 14.3 2,173,291 14.0 2 ,408 ,666 14.9 235,375 10.8

3 一般機械 2,043,268 13.4 2,088,555 13.8 2,135,628 14.1 2,209,835 14.2 2 ,200 ,299 13.6 △ 9,536 △ 0.4

4 食料品 1,449,845 9.5 1,437,084 9.5 1,444,748 9.5 1,409,861 9.1 1 ,438 ,088 8.9 28,227 2.0

5 輸送機械 800,798 5.2 910,123 6.0 970,018 6.4 1,074,494 6.9 1 ,073 ,726 6.6 △ 768 △ 0.1

順位
産業中分類

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
対前年

実数 構成比 実数 構成比



 19

６. 原材料使用額等 (従業者４人以上の事業所) 
 
情報通信機械が ２１８１億４０１９万円 

 
・ 産業中分類別構成比をみると、情報通信機械が２８．９％と最も大きく、上位５業種で県全体の６８．３％

を占めている。                                   （図６－１）      

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、鉄鋼と輸送機械の占める割合が年々上昇している。一方、情報通

信機械は県全体の中で大きなウェイトを占めているが、構成比は年々低下している。      （表６）     

 

・ 産業中分類別に１事業所当たりの金額をみると、情報通信機械が１８１億７８３５万円で最も多く、次いで

鉄鋼が ３９億６８７万円、電子部品が２２億６７６０万円の順になっている。 また、従業者１人当たり

の金額をみると、情報通信機械が１億３９２９万８千円で最も多く、次いで鉄鋼が２６２８万８千円、石油・

石炭が２５５８万２千円の順になっている。           （図６－２）（時系列表 第２２表参照） 

                                                                

・ 市町村別に１事業所当たりの金額をみると、斐川町が３２億９７１６万円で最も多く、次いで安来市が１０

億３３０９万円、吉賀町が５億２２３６万円の順になっている。       （市町村表 第７表参照）     

 

図6-1 産業中分類別構成比（平成19 年） 

表6 産業中分類別、原材料使用額等の推移（上位5業種） 単位：万円、％

合　計 61,633,473 100.0 65,815,175 100.0 67,073,272 100.0 68,637,122 100.0 75 ,495 ,512 100.0

1 情報通信機械 23,097,331 37.5 23,092,589 35.1 22,184,656 33.1 21,543,436 31.4 21 ,814 ,019 28.9

2 鉄鋼 5,335,354 8.7 7,349,827 11.2 8,213,558 12.2 8,881,499 12.9 11 ,329 ,913 15.0

3 電子部品 3,976,346 6.5 6,340,079 9.6 6,165,935 9.2 6,992,886 10.2 7 ,709 ,833 10.2

4 一般機械 6,094,287 9.9 6,397,819 9.7 6,533,814 9.7 6,385,247 9.3 6 ,101 ,628 8.1

5 輸送機械 2,222,949 3.6 2,385,925 3.6 2,990,264 4.5 3,689,033 5.4 4 ,571 ,803 6.1

平成19年

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数

平成18年

順位 実数 構成比構成比
産業中分類

平成15年 平成16年 平成17年

図6-2 産業中分類別、１事業所あたりの原材料使用額等 

（平成19 年） 
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７. 付加価値額 (従業者４人以上の事業所) 

 
鉄鋼が １０３０億７９３９万円 

 
・ 産業中分類別構成比をみると、鉄鋼が２５．４％と最も大きく、上位５業種で県全体の６５．６％を占めて

いる。                                       （図７－１）      

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、鉄鋼の占める割合が年々上昇し、平成１６年以降は、２０％を超

え、平成１９年は、上位３業種で５２．２％と過半数を占めている。             （表７）     

 

・ 産業中分類別に１事業所当たりの金額をみると、鉄鋼が３５億５４４６万円で最も多く、次いで電子部品が

１７億１２９９万円、化学が１２億２９７７万円の順になっている。また、従業者１人当たりの金額をみる

と、鉄鋼が２３９１万６千円で最も多く、次いで化学が１６５９万１千円、電子部品が１０２０万円の順に

なっている。                        （図７－２）（時系列表 第２２表参照） 

                     

・ 市町村別に１事業所当たりの金額をみると、安来市が１０億８０５０万円で最も多く、次いで斐川町が６億

４１２５万円、江津市が３億１８１３万円の順になっている。         （市町村表 第７表参照）      

 

図7-1 産業中分類別構成比（平成19 年） 

表7 産業中分類別、付加価値額の推移（上位5業種） 単位：万円、％

合　計 33,409,462 100.0 34,267,312 100.0 35,025,518 100.0 38,291,253 100.0 40 ,582 ,619 100.0

1 鉄鋼 5,660,925 16.9 6,893,168 20.1 7,727,119 22.1 9,189,104 24.0 10 ,307 ,939 25.4

2 電子部品 4,171,439 12.5 4,780,834 14.0 3,961,925 11.3 4,985,276 13.0 5 ,824 ,151 14.4

3 一般機械 4,196,713 12.6 4,171,967 12.2 4,300,253 12.3 4,630,613 12.1 5 ,049 ,905 12.4

4 食料品 2,799,949 8.4 2,885,413 8.4 2,815,725 8.0 2,726,278 7.1 2 ,966 ,642 7.3

5 輸送機械 1,718,937 8.0 1,738,695 7.1 2,261,259 6.5 2,377,961 6.2 2 ,481 ,148 6.1

平成19年平成17年

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 構成比実数

平成18年

順位
産業中分類

平成15年 平成16年

図7-2 産業中分類別、１事業所あたりの付加価値額 

（平成19 年） 



 21

８. 有形固定資産額 (従業者３０人以上の事業所) 

 

(1) 年末現在高 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１７年ま

では年々減少している。平成１８年から２年連続

で増加しているが、平成１５年に比べ平成１９年

は２７億８２３９万円（△１．２％）の減少とな

っている。         （図・表８－１） 

                                      

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、平成１

５年に比べ平成１９年は、鉄鋼で１１１億４２８

８万円（２６．０％）、電子部品で１０３億４７２

２万円（３０．６％）増加している。（表８－１）                               

 

・市町村別にみると、安来市が４６２億６６４６万円で最も多く、次いで斐川町が３８８億９６６０万円、出

雲市が３６９億５５７４万円の順になっている。            （市町村表 第１０表参照）       

 

 

 (2) 投資額 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１６年か

ら４年連続で増加しており、平成１５年に比べ平

成１９年は３２６億７４６９万円（１４１．２％）

の増加となっている。     （図・表８－２） 

                                                               

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、一般機

械で減少したが、その他は増加している。特に電

子部品が、平成１５年に比べ平成１６年に７１億

５３０万円（２２６．９％）と急激に増加し、平

成１５年に比べ平成１９年は１９６億６１６０万

円（６２７．９％）増加している。また、鉄鋼が

平成１５年に比べ平成１９年は７４億８１１０万

円（１６８．５％）増加している。（表８－２）                                

 

・ 市町村別にみると、斐川町が２２５億２２２７万円で最も多く、次いで安来市が８７億７７０１万円、出雲

市が６１億４６３０万円の順になっている。               （市町村表 第１０表参照）      

図8-2 投資額の推移 

表 8-1 産業中分類別、有形固定資産年末現在高の推移(上位5業種・従業者３０人以上の事業所）
単位：万円、％ 

増減数 増減率

合　計 23,390,095 22,706,140 21,133,096 22,903,369 23 ,111 ,856 208,487 0.9

1 鉄鋼 4,286,982 4,399,994 4,266,276 5,128,581 5 ,401 ,270 272,689 5.3

2 電子部品 3,383,587 3,780,064 3,746,433 4,236,897 4 ,418 ,309 181,412 4.3

3 一般機械 2,514,224 2,285,475 2,241,189 2,281,815 2 ,326 ,393 44,578 2.0

4 輸送機械 1,400,092 1,552,459 1,549,439 1,421,540 1 ,434 ,136 12,596 0.9

5 食料品 1,393,562 1,267,370 1,156,210 1,220,942 1 ,218 ,089 △ 2,853 △ 0.2

対前年産業中分類 平成15年 平成16年 平成18年 平成19年平成17年

順位

図8-1 有形固定資産年末現在高の推移 
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(3) 回転率 

 
・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１６年か

ら４年連続で増加しており、平成１９年は前年に

比べ７．０％増加し、４．６回転となった。        

（図・表８－３）                                                  

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、情報通

信機械が毎年他に比べ突出して高くなっている。   

（表８－３） 

                                                                                        
 

図8-3 有形固定資産回転率の推移 

表 8-2 産業中分類別、投資額の推移(上位5業種・従業者３０人以上の事業所）
単位：万円、％ 

増減数 増減率

合　計 2,313,662 2,892,403 3,143,741 4,429,389 5 ,581 ,131 1,151,742 26.0

1 電子部品 313,139 1,023,669 1,051,648 1,429,542 2 ,279 ,299 849,757 59.4

2 鉄鋼 443,880 424,186 559,806 740,271 1 ,191 ,990 451,719 61.0

3 輸送機械 240,078 187,239 348,553 389,352 344 ,876 △ 44,476 △ 11.4

4 一般機械 316,783 185,596 226,094 266,012 295 ,786 29,774 11.2

5 木材 68,640 88,412 34,519 106,057 241 ,479 135,422 127.7

平成18年 平成19年 対前年平成17年産業中分類 平成15年 平成16年

順位

表 8-3 産業中分類別、有形固定資産回転率の推移(上位5業種・従業者３０人以上の事業所）
単位：回、％ 

対前年増減率

合　計 3.5 3.9 4.2 4.3 4 .6 7.0

1 情報通信機械 34.5 59.8 66.9 69.6 70 .2 0.9

2 飲料・たばこ・飼料 5.3 4.9 6.7 5.0 6 .0 20.0

3 非鉄金属 X X X 5.0 X X

4 木材 3.6 3.7 4.0 4.5 5 .5 22.2

5 電気機械 4.0 4.7 4.8 5.5 5 .2 △ 5.5

平成16年 平成18年 平成19年産業中分類 平成15年 平成17年
順位
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９. リース契約額・リース支払額 (従業者３０人以上の事業所)  

(1) リース契約額 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、年によって増減が大きく、最も多い平成１５年（９４億１０４８万円）

と最も少ない平成１９年（２２億６４０９万円）の差は、７１億４６３９万円となっている。         

                               （図９－１）（時系列表 第２４表参照） 

 

・ 産業中分類別構成比をみると、一般機械が１９．０％（４億３０５１万円）で最も多く、次いで輸送機械が

１５．１％（３億４２７３万円）、鉄鋼が１３．５％（３億６２５万円）の順になっている。        

                                （図９－２）（時系列表 第２４表参照） 

 

 

(2) リース支払額 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１６年が７０億円台と突出しているが、その他の年は、５０億円台

で推移している。                                  （図９－３） 

 

・ 産業中分類別構成比をみると、鉄鋼が２４．６％（１２億８６３８万円）で最も多く、次いで一般機械が２

２．１％（１１億５２９３万円）、輸送機械が１２．３％（６億４４６７万円）の順となっている。          

（図９－４）（時系列表 第２４表参照） 

 

                                              

図9-1 リース契約額の推移 

図9-3 リース支払額の推移 

図9-2 産業中分類別構成比（平成19 年） 

図9-4 産業中分類別構成比（平成19 年） 
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１０. 在庫額 (従業者３０人以上の事業所) 

 

（1） 年末在庫額 

 

ア 製造品在庫額 

 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１９年は、前年に比べ２５億５３４１万円（１０．７％）増加

し、平成１５年に比べ２２億４３５２万円（９．３％）増加している。       （図・表１０－１）      

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、電子部品が大きく増加し、平成１５年に比べ平成１９年は４

２億３７１５万円（１６５．８％）増加している。                  （表１０－１）      

 

・ 上位５業種の合計は１８５億８６８５万円となり、県全体の７０．２％を占めている。 （表１０－１）      

 

イ 半製品・仕掛品在庫額 

 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１６年から４年連続で増加しており、平成１５年に比べ平成１

９年は８３億７５３２万円（２５．７％）増加している。             （図・表１０－２）       

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、毎年鉄鋼が突出しており、平成１９年は全体の５２．１％を

占めている。また、情報通信機械は、平成１６年から４年連続で減少し、平成１５年に比べ平成１９年は

１６億４９０１万円（△６６．４％）減少している。                 （表１０－２）       

 

・ 上位５業種の合計は３５３億１８２６万円となり、県全体の８６．３％を占めている。 （表１０－２）       

 

ウ 原材料・燃料在庫額 

 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１６年から４年連続で増加しており、平成１５年に比べ平成１

９年は１０９億１２８２万円（４０．０％）増加している。            （図・表１０－３）       

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、半製品・仕掛品と同じく鉄鋼が突出しており、平成１９年は

全体の３６．４％を占めている。                         （表１０－３）       

                                                                         

・ 上位５業種の合計は２５０億２８３４万円となり、県全体の６５．５％を占めている。 （表１０－３）       

  

(2) 在庫率 
 

・  最近５年間の全体の推移をみると、製造品在庫率が平成１８年まで3年連続で低下していたが、平成１

９年は前年に比べ０．１ポイント上昇し、２．６％となっている。          （図１０－４）       

 

・ 産業中分類別にみると、製造品在庫率が最も高いのは窯業・土石の１７．８％で、最も低いのは情報通

信機械の０．１％未満であった。また、半製品・仕掛品在庫率では、最も高いのが鉄鋼の１０．０％で、

最も低いのは窯業・土石の０．３％であった。原材料・燃料在庫率では、最も高いのが飲料・たばこ・飼

料の２２．０％で、最も低いのはゴムと情報通信機械で、０．６％であった（秘匿となった業種を除く）。      

                                                               （時系列表 第２５表参照）       
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図10-1 製造品在庫額の推移 図10-2 半製品・仕掛品在庫額の推移 

図10-3 原材料・燃料在庫額の推移 図10-4 在庫率の推移 

表10-1 産業中分類別、製造品在庫額の推移(上位5業種) 単位：万円、％

産業中分類 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

合　計 2,421,709 2,466,509 2,319,188 2,390,720 2 ,646 ,061 2.9 2.8 2.6 2.5 2.6

1 一般機械 690,500 749,318 724,333 724,678 696 ,953 7.6 8.1 7.6 7.4 7.1

2 電子部品 255,600 365,404 266,950 328,109 679 ,315 2.9 3.1 2.5 2.6 4.9

3 窯業・土石 316,464 312,618 272,972 273,039 172 ,078 17.0 16.9 14.9 17.2 17.8

4 パルプ 201,531 136,176 171,432 159,575 162 ,842 7.8 5.9 7.3 7.1 7.0

5 鉄鋼 172,607 184,190 241,844 221,718 147 ,497 1.5 1.3 1.5 1.2 0.7

表10-2 産業中分類別、半製品・仕掛品在庫額の推移(上位5業種) 単位：万円、％

産業中分類 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

合　計 3,253,457 3,529,104 3,556,147 3,627,514 4 ,090 ,989 3.9 4.0 3.9 3.8 4.1

1 鉄鋼 1,443,795 1,706,868 1,870,101 1,862,127 2 ,130 ,888 12.7 11.7 11.6 10.1 10.0

2 一般機械 597,484 680,265 570,415 625,022 609 ,623 6.6 7.3 6.0 6.4 6.2

3 電子部品 359,178 328,401 336,097 384,535 465 ,708 4.1 2.8 3.2 3.0 3.4

4 輸送機械 102,788 117,201 139,086 167,020 242 ,282 2.8 3.1 2.8 2.9 3.5

5 情報通信機械 248,226 204,989 158,400 105,731 83 ,325 1.0 0.9 0.7 0.5 0.4

表10-3 産業中分類別、原材料及び燃料在庫額の推移(上位5業種) 単位：万円、％

産業中分類 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

合　計 2,728,973 2,882,470 3,076,883 3,292,246 3 ,820 ,255 3.3 3.2 3.4 3.4 3.8

1 鉄鋼 722,363 931,562 1,059,192 1,147,305 1 ,389 ,411 6.3 6.4 6.5 6.2 6.5

2 電子部品 279,675 349,950 316,886 383,237 440 ,492 3.2 3.0 3.0 3.0 3.2

3 一般機械 309,567 306,322 285,857 299,155 279 ,249 3.4 3.3 3.0 3.1 2.8

4 木材 116,444 145,946 90,134 137,920 208 ,633 5.2 6.6 4.3 5.6 10.3

5 食料品 190,486 189,715 189,558 189,564 185 ,049 4.4 4.4 4.7 4.6 4.7

順位

順位

順位

原材料及び燃料在庫額 原材料及び燃料在庫率

製造品在庫額 製造品在庫率

半製品・仕掛品在庫額 半製品・仕掛品在庫率
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１１. 工業用地 (従業者３０人以上の事業所) 

 

(1) 敷地面積 
 

・最近５年間の全体の推移をみると、増減を繰り返しながら推移している。        （図１１－１）      

 

・産業中分類別構成比をみると、鉄鋼が２０．８％と最も大きく、上位５業種で県全体の５６．３％を占め

ている。                                     （図１１－２） 

 

・上位５業種の最近５年間の推移をみると、輸送機械が平成１６年以降４年連続で増加ておりし、平成１５

年に比べ平成１９年は２３．７％増加し上位５業種の中で最も増加率が高くなっている。 （表１１－１）      

 

・産業中分類別に１事業所当たりの面積をみると、繊維が１１万５７２５㎡で最も多く、次いで鉄鋼が９万

２１７０㎡、化学が４万４８１３㎡の順になっている。          （時系列表 第２６表参照）       

 

・市町村別にみると、出雲市が１５６万１３９８㎡で最も多く、次いで安来市が１４８万７４１４㎡、松江

市が６５万９４４３㎡の順になっており、上位３市で県全体の４９．３％を占めている。              

（市町村表 第１１表参照） 

 

・市町村別に１事業所当たりの面積をみると、安来市が６万１９７６㎡で最も多く、次いで江津市が４万８

９４１㎡、出雲市が３万２７㎡の順になっている（秘匿となった町を除く）。 （市町村表 第１１表参照）        

 

図11-1 敷地面積の推移 図11-2 産業中分類別構成比（平成19 年）

表11-1 産業中分類別、敷地面積の推移（上位5業種） 単位：㎡、％

増減数 増減率

合　計 7,746,306 100.0 7,819,973 100.0 7,634,659 100.0 7,760,022 100.0 7 ,516 ,288 100.0 △ 243,734 △ 3.1

1 鉄鋼 1,465,677 18.9 1,779,925 22.8 1,615,393 21.2 1,705,415 22.0 1 ,566 ,894 20.8 △ 138,521 △ 8.1

2 一般機械 1,011,582 13.1 906,676 11.6 969,651 12.7 933,444 12.0 860 ,492 11.4 △ 72,952 △ 7.8

3 輸送機械 508,008 6.6 584,750 7.5 621,231 8.1 628,100 8.1 628 ,422 8.4 322 0.1

4 電子部品 493,877 6.4 585,000 7.5 582,784 7.6 585,280 7.5 595 ,858 7.9 10,578 1.8

5 繊維 600,980 7.8 575,999 7.4 574,187 7.5 578,627 7.5 578 ,627 7.7 0 0.0

平成17年

実数 構成比
順位 産業中分類

平成15年 平成16年 平成18年 平成19年

実数 構成比 実数 構成比
対前年

構成比 実数 構成比 実数
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(2) 建築面積 
 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１７年に一旦増加したが、平成１８年以降２年連続で減少して

いる。                                    （図１１－３）       

 

・ 産業中分類別構成比をみると、鉄鋼が２２．２％と最も大きく、上位５業種で県全体の５６．８％を占

めている。                                  （図１１－４） 

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、電子部品が平成１５年に比べ平成１９年は１６．８％増加し、

上位５業種の中で最も増加率が高くなっている。                 （表１１－２）       

 

・ 産業中分類別に１事業所当たりの面積をみると、繊維が３万８５０８㎡で最も多く、次いで鉄鋼が２万

７５５２㎡、化学が１万３４５４㎡の順になっている。        （時系列表 第２６表参照）      

  

・ 市町村別にみると、出雲市が４８万６４６４㎡で最も多く、次いで安来市が４０万３２１１㎡、松江市

が２３万８２６６㎡の順になっており、上位３市で県全体の５３．５％を占めている。                

（市町村表 第１１表参照） 

 

・ 市町村別に１事業所当たりの面積をみると、安来市が１万６８００㎡で最も多く、次いで出雲市が９３

５５㎡、江津市が ８５９６㎡の順になっている。           （市町村表 第１１表参照）   

 

図11-3 建築面積の推移 図11-4 産業中分類別構成比（平成19 年）

表11-2 産業中分類別、建築面積の推移（上位5業種） 単位：㎡、％

増減数 増減率

合　計 2,172,365 100.0 2,078,985 100.0 2,132,554 100.0 2,119,071 100.0 2 ,108 ,150 100.0 △ 10,921 △ 0.5

1 鉄鋼 417,985 19.2 392,695 18.9 403,530 18.9 420,227 19.8 468 ,389 22.2 48,162 11.5

2 一般機械 239,013 11.0 238,559 11.5 262,026 12.3 251,078 11.8 249 ,723 11.8 △ 1,355 △ 0.5

3 繊維 200,980 9.3 184,927 8.9 191,845 9.0 192,539 9.1 192 ,539 9.1 0 0.0

4 輸送機械 134,429 6.2 125,837 6.1 143,453 6.7 148,522 7.0 149 ,547 7.1 1,025 0.7

5 電子部品 118,236 5.4 142,111 6.8 137,918 6.5 138,730 6.5 138 ,117 6.6 △ 613 △ 0.4

平成17年

実数 構成比
順位 産業中分類

平成15年 平成16年 平成18年 平成19年

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
対前年
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(3) 延べ建築面積 
 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１７年から２年連続で増加していたが、平成１９年は減少して

いる。                                    （図１１－５） 

                                                       

・ 産業中分類別構成比をみると、鉄鋼が１８．９％と最も大きく、上位５業種で県全体の５６．５％を占

めている。                                  （図１１－６） 

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、電子部品が平成１５年に比べ平成１９年は１５．２％増加し、

上位５業種の中で最も増加率が高くなっている。                 （表１１－３）       

 

・ 産業中分類別に１事業所当たりの面積をみると、繊維が５万８０１３㎡で最も多く、次いで鉄鋼が２万

９９３３㎡、化学が１万９３８２㎡の順になっている。        （時系列表 第２６表参照）      

 

・ 市町村別にみると、出雲市が６３万１８４７㎡で最も多く、次いで安来市が４４万５４１９㎡、松江市

が２８万１９１４㎡の順になっており、上位３市で県全体の５０．６％を占めている。              

（市町村表 第１１表参照） 

 

・ 市町村別に１事業所当たりの面積をみると、安来市が１万８５５９㎡で最も多く、次いで江津市が１万

２６２３㎡、出雲市が１万２１５１㎡の順になっている。       （市町村表 第１１表参照）       

 

 図11-5 延べ建築面積の推移 図11-6 産業中分類別構成比（平成19 年）

表11-3 産業中分類別、延べ建築面積の推移（上位5業種） 単位：㎡、％

増減数 増減率

合　計 2,751,171 100.0 2,672,536 100.0 2,718,023 100.0 2,721,608 100.0 2 ,688 ,127 100.0 △ 33,481 △ 1.2

1 鉄鋼 459,660 16.7 455,566 17.0 468,914 17.3 485,735 17.8 508 ,857 18.9 23,122 4.8

2 一般機械 297,183 10.8 292,979 11.0 317,639 11.7 307,126 11.3 298 ,669 11.1 △ 8,457 △ 2.8

3 繊維 302,507 11.0 287,458 10.8 289,369 10.6 290,063 10.7 290 ,063 10.8 0 0.0

4 電子部品 224,108 8.1 250,547 9.4 250,444 9.2 256,995 9.4 258 ,259 9.6 1,264 0.5

5 輸送機械 145,262 5.3 139,119 5.2 155,804 5.7 161,520 5.9 162 ,540 6.0 1,020 0.6

平成17年

実数

平成16年 平成18年

実数 構成比 実数構成比 構成比
順位 産業中分類

平成15年 平成19年

構成比
対前年

実数 構成比 実数
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 (4) 土地生産性 

   （敷地面積１，０００㎡当たりの製造品出荷額等） 

 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１６年から４年連続で増加しており、平成１９年は１，０００

㎡当たり１億３９２３万５千円となった。                    （図１１－７）       

 

・ 産業中分類別にみると、前年に比べ増加したのは鉄鋼、電子部品など１４業種であった。一方、減少し

たのは、飲料・たばこ・飼料、情報通信機械など６業種であった（秘匿となった業種を除く）。          

（図１１－８） 

 

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、情報通信機械が突出して大きいが、平成１７年から３年連続       

で減少している。                               （表１１－４） 

図11-7 土地生産性の推移 図11-8 産業中分類別、前年との増減数（平成19 年） 

表11-4 産業中分類別、土地生産性の推移（上位5業種） 単位：千円/千㎡、％

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

増減数 増減率

合　計 109,287 114,828 119,801 124,702 139 ,235 14,533 11.7

1 情報通信機械 1,271,568 2,066,539 1,987,108 1,658,189 1 ,622 ,632 △ 35,557 △ 2.1

2 印刷 224,639 223,520 214,171 227,115 247 ,114 19,999 8.8

3 電子部品 185,617 204,020 185,845 218,364 240 ,314 21,950 10.1

4 非鉄金属 X X X 146,921 X X X

5 電気機械 109,775 117,306 115,450 133,638 141 ,240 7,602 5.7

順位 産業中分類
実数 実数 実数 実数

平成19年

実数
対前年
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１２. 工業用水 (従業者３０人以上の事業所)  

（１）１日当たりの用水量（淡水） 

 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１８

年に前年に比べ１３．７％増加し４６万８４６２

m3となったが、その他の年は４１万m3台で推移し

ている。         （図・表１２－１） 

 

・ 市町村別にみると、江津市が１９万３８５１

m3で最も多く、次いで安来市が１１万８７５８m3、

益田市が５万７１４１m3の順になっている。   

              （市町村表 第１２表参照） 

 

 

 

 

(2) 産業中分類別用水量 (淡水、１日当たり) 

 

・ 産業中分類別にみると、前年に比べ増加したのは、輸送機械、鉄鋼など７業種であった。一方、減少したの

は、化学、一般機械など１３業種であった（秘匿となった業種を除く）。          （図１２－２）       

 

・ 産業中分類別構成比をみると、パルプ・紙が４６．５％で最も大きく、次いで鉄鋼、化学の順になり、この

３業種で県全体の８７．５％を占めている。                      （図１２－３）      

 

・ 最近５年間の上位５業種の推移をみると、パルプ・紙が平成１５年以降、全体の４割以上を占めており、１

９万m3台で推移している。また、化学は、平成１８年に前年に比べ約１００％増加したが、平成１９年は、

前年に比べ約５０％減少している。                          （表１２－１）       

図12-1 淡水使用量の推移 

図12-2 前年との増減量（平成19 年） 図12-3 産業中分類別構成比（平成19 年）
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（３）水源別用水量 (淡水、１日当たり) 

 
・ 水源別構成比をみると、その他の淡水が４７．４％と最も大きく、次いで、回収水の３１．８％となって

いる。                                      （図１２－４） 

 

・ 最近５年間の年次推移をみると、井戸水が平成１８年に前年に比べ９０．５％増加したが、平成１９年は

前年に比べ４８．７％減少している。                  （図１２－５・表１２－２）       

 

・ その他の淡水を産業中分類別にみると、パルプ・紙が１９万７６４m3で最も多く、その他の淡水全体の９

８．０％を占めている。                        （時系列表 第２７表参照）       

 

 図12-4 水源別構成比（平成19 年） 図12-5 水源別用水量の推移 

表12-1 産業中分類別、用水量の推移(上位５業種・淡水） 単 位 ： ㎥/日 、 ％ 

増減数 増減率

合計 410,874 100.0 414,148 100.0 411,884 100.0 468,462 100.0 410,191 100.0 △ 58,271 △ 12.4

1 パルプ・紙 191,579 46.6 195,648 47.2 194,204 47.2 192,587 41.1 190,842 46.5 △ 1,745 △ 0.9

2 鉄鋼 105,085 25.6 105,748 25.5 107,549 26.1 106,246 22.7 109,299 26.6 3,053 2.9

3 化学 63,063 15.3 61,626 14.9 58,590 14.2 117,650 25.1 58,689 14.3 △ 58,961 △ 50.1

4 輸送機械 13,047 3.2 18,942 4.6 21,059 5.1 20,166 4.3 24,805 6.0 4,639 23.0

5 電子部品 7,031 1.7 7,844 1.9 7,282 1.8 8,080 1.7 7,069 1.7 △ 1,011 △ 12.5

順位 実数

平成19年

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 構成比
対前年

平成17年 平成18年

産業中分類

平成15年 平成16年

実数 構成比

表12-2 水源別用水量の推移（淡水） 単 位 ： ㎥/日 、 ％ 

増減数 増減率

410,874 100.0 414,148 100.0 411,884 100.0 468,462 100.0 410,191 100.0 △ 58,271 △ 12.4

24,354 5.9 24,577 5.9 24,773 6.0 26,114 5.6 26,067 6.4 △ 47 △ 0.2

9,652 2.3 9,102 2.2 9,043 2.2 9,643 2.1 9,424 2.3 △ 219 △ 2.3

54,659 13.3 53,105 12.8 50,786 12.3 96,750 20.7 49,660 12.1 △ 47,090 △ 48.7

195,236 47.5 199,320 48.1 197,944 48.1 196,292 41.9 194,610 47.4 △ 1,682 △ 0.9

126,973 30.9 128,044 30.9 129,338 31.4 139,663 29.8 130,430 31.8 △ 9,233 △ 6.6

平成19年

対前年
実数 構成比 実数 構成比実数 構成比構成比

平成15年 平成16年 平成18年

構成比 実数

回収水

水   　 源

合計

公共上水道

井戸水

その他の淡水

平成17年

公共工業用水道

実数
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（４）用途別用水量 (淡水、１日当たり) 

 
・ 用途別構成比をみると、製品処理洗じょう用水が４８．０％と最も大きく、次いで大きいのが冷却・温調

用水の４５．７％で、この２つで全体の９３．７％を占めている。           （図１２－６）       

 

・ 最近５年間の年次推移をみると、製品処理洗じょう用水と冷却・温調用水で全体の９０％以上を占めて推

移している。                             （図１２－７・表１２－３）      

 

・ 製品処理洗じょう用水で最も多い産業は、パルプ・紙の１６万２５９７m3で全体の８２．７％を占めてお

り、冷却・温調用水で最も多い産業は、鉄鋼の１０万７１３２m3で、全体の５７．１％を占めている。       

（時系列表 第２８表参照）     

 

図12-6 用途別構成比（平成19 年） 図12-7 用途別用水量の推移 

表12-3 用途別用水量の推移（淡水） 単 位 ： ㎥/日 、 ％ 

増減数 増減率

410,874 100.0 414,148 100.0 411,884 100.0 468,462 100.0 410,191 100.0 △ 58,271 △ 12.4

12,668 3.1 12,298 3.0 12,223 3.0 15,466 3.3 12,254 3.0 △ 3,212 △ 20.8

620 0.2 535 0.1 622 0.2 538 0.1 512 0.1 △ 26 △ 4.8

196,760 47.9 198,140 47.8 196,480 47.7 215,119 45.9 196,689 48.0 △ 18,430 △ 8.6

185,590 45.2 185,149 44.7 187,612 45.5 217,456 46.4 187,548 45.7 △ 29,908 △ 13.8

15,236 3.7 18,026 4.4 14,947 3.6 19,883 4.2 13,188 3.2 △ 6,695 △ 33.7

用　     途
実数 構成比 実数

平成16年 平成18年

実数構成比
対前年

平成19年

構成比 実数 構成比

平成17年

冷却・温調用水

その他（飲料雑用）

合計

ボイラ用水

原料用水

製品処理洗じょう用水

平成15年

実数 構成比



33 

１３. 生産額 (従業者３０人以上の事業所) 

 

鉄鋼で ２９６億９００万円の増加 

 

・ 産業中分類別にみると、前年に比べ増加したのは、鉄鋼、輸送機械など１４業種であった。一方、減少し

たのは、窯業・土石、木材など６業種であった（秘匿となった業種を除く）。      （図１３－１）      

 

・ 産業中分類別構成比をみると、情報通信機械が２２．０％と最も大きく、上位５業種で県全体の７３．４％

を占めている。                                  （図１３－２）      

          

・ 上位５業種の最近５年間の推移をみると、鉄鋼、一般機械及び輸送機械は、平成１６年以降４年連続で増

加している。特に、鉄鋼は平成１５年に比べ平成１９年は１０００億７９１５万円（８６．８％）増加、

輸送機械も３２４億３０２万円（８７．８％）増加している。               （表１３）       

 

・ 市町村別にみると、斐川町が３４０８億７５９３万円で最も多く、次いで安来市２１２２億８３２２万円、

出雲市９９６億５９２２万円の順になっており、斐川町は県全体の３３．４％を占めている。           

                                                      （市町村表 第１４表参照） 

図13-1 産業中分類別、前年との増減数（平成19 年） 図13-2 産業中分類別構成比（平成19 年）

表13 産業中分類別、生産額の推移（上位5業種） 単位：万円、％

増減数 増減率

合　計 84,673,516 100.0 90,255,408 100.0 91,422,349 100.0 96,931,319 100.0 101 ,942 ,165 100.0 5,010,846 5.2

1 情報通信機械 24,002,132 28.3 23,371,688 25.9 22,457,334 24.6 21,911,966 22.6 22 ,422 ,211 22.0 510,245 2.3

2 鉄鋼 11,528,604 13.6 14,656,784 16.2 16,321,004 17.9 18,575,619 19.2 21 ,536 ,519 21.1 2,960,900 15.9

3 電子部品 8,999,668 10.6 11,974,713 13.3 10,746,660 11.8 12,889,308 13.3 13 ,955 ,775 13.7 1,066,467 8.3

4 一般機械 9,163,659 10.8 9,416,570 10.4 9,624,439 10.5 9,956,370 10.3 10 ,008 ,574 9.8 52,204 0.5

5 輸送機械 3,691,856 4.4 3,834,210 4.2 5,011,974 5.5 5,807,645 6.0 6 ,932 ,158 6.8 1,124,513 19.4

実数
順位

平成19年

対前年
構成比

平成18年

実数 構成比

平成17年

実数 実数 構成比構成比
産業中分類

平成15年 平成16年

構成比実数
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１４. 従業者規模別の状況 (従業者４人以上の事業所) 
 

 

(1) 事業所数 
 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１５年に比べ平成１９年は、９９人以下の各規模で減少している。

特に４人～９人は平成１５年に比べ平成１９年は１５６事業所（△１７．７％）減少している。          

（図・表１４－１） 

 

・ 平成１９年の構成比をみると、４人～９人が４６．８％と最も大きく、次いで１０人～１９人が２５．０％、

３０人～９９人が１３．１％の順になっている。４人～２９人の事業所数を合計すると１２６８事業所と

なり、全体の８２．０％を占めている。                       （表１４－１）       

 

・ 各従業者規模を産業中分類別にみると、４人～９９人までの各規模では、食料品が最も多くなっている。

また、１００人～２９９人では電子部品が９事業所で最も多くなっている。 （時系列表 第１６表参照）       

 

 

(2) 従業者数 
 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、平成１５年に比べ平成１９年は、９９人以下の各規模では減少してい

るが、１００人～２９９人及び３００人以上の規模は増加している。          （図・表１４－２）            

 

・ 平成１９年の構成比をみると、３０人～９９人が２４．７％と最も大きく、次いで３００人以上が２３．

１％、１００人～２９９人が２２．４％の順になっている。３０人以上の従業者数を合計すると３万１９

２６人となり、全体の７０．３％を占めている。                   （表１４－２）        

 

・ 各従業者規模のうち、最も構成比の大きい３０人～９９人を産業中分類別にみると、最も多いのは食料品

１７９０人で、次いで一般機械が１４２１人、衣服が１０４６人の順になっている。  

（時系列表 第１７表参照）       

 

・ 従業者数３０人以上を産業中分類別にみると、電子部品が５４７４人で最も多く、次いで鉄鋼が４１５２

人、一般機械が ３７８７人の順になっている。             （時系列表 第１５表参照）       

 

 

(3) 製造品出荷額等 
 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、３００人以上が突出しており、平成１９年は５０％を超えている。          

（図・表１４－３） 

 

・ 平成１９年の構成比をみると、３００人以上が５０．９％と最も大きく、次いで１００人～２９９人が１

９．９％、３０人～９９人が１６．３％の順になっている。３０人以上の製造品出荷額等を合計すると１

兆４６５億３３５７万円となり、全体の８７．１％を占めている。            （表１４－３）       

 

・ 従業者数４人～２９人を産業中分類別にみると、食料品が３１０億６６８万円で最も多く、次いで窯業・

土石が３０２億７３３５万円、一般機械が１５１億２２７５万円の順になり、この３業種で４人～２９人

全体の４９．３％を占めている。                    （時系列表 第１４表参照）       

                                                        

・ 従業者数３０人以上を産業中分類別にみると、情報通信機械が２２４４億４５６４万円で最も多く、次い

で鉄鋼が２２００億５７６５万円、電子部品が１４３１億９３１９万円の順になり、この３業種で３０人

以上全体の５６．２％を占めている。                  （時系列表 第１５表参照）       
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表14-1 従業者規模別、事業所数の推移 単 位 ： ％ 

増減数 増減率

合　　計 1,808 100.0 1,647 100.0 1,672 100.0 1,565 100.0 1,547 100.0 △ 18 △ 1.2

4人～9人 880 48.7 757 46.0 841 50.3 713 45.6 724 46.8 11 1.5

10人～19人 464 25.7 432 26.2 380 22.7 410 26.2 387 25.0 △ 23 △ 5.6

20人～29人 164 9.1 170 10.3 169 10.1 161 10.3 157 10.1 △ 4 △ 2.5

30人～99人 228 12.6 216 13.1 211 12.6 203 13.0 203 13.1 0 0.0

100人～299人 60 3.3 60 3.6 60 3.6 65 4.2 62 4.0 △ 3 △ 4.6

300人以上 12 0.7 12 0.7 11 0.7 13 0.8 14 0.9 1 7.7

表14-2 従業者規模別、従業者数の推移 単 位 ： 人 、 ％ 

増減数 増減率

合　　計 45,406 100.0 43,558 100.0 43,594 100.0 44,936 100.0 45,444 100.0 508 1.1

4人～9人 5,179 11.4 4,607 10.6 5,118 11.7 4,316 9.6 4,477 9.9 161 3.7

10人～19人 6,236 13.7 5,689 13.1 5,205 11.9 5,520 12.3 5,203 11.4 △ 317 △ 5.7

20人～29人 3,994 8.8 4,199 9.6 4,135 9.5 3,887 8.7 3,838 8.4 △ 49 △ 1.3

30人～99人 12,575 27.7 11,766 27.0 11,662 26.8 11,186 24.9 11,245 24.7 59 0.5

100人～299人 9,192 20.2 9,087 20.9 9,401 21.6 10,363 23.1 10,162 22.4 △ 201 △ 1.9

300人以上 8,230 18.1 8,210 18.8 8,073 18.5 9,664 21.5 10,519 23.1 855 8.8

実数 構成比 実数 構成比
従業者規模

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

実数 構成比

従業者規模

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

実数 構成比 実数 実数 構成比 実数 構成比 実数

対前年
実数 構成比 実数 構成比

構成比
対前年

構成比

表14-3 従業者規模別、製造品出荷額等の推移 単 位 ： 万 円 、 ％ 

合　　計 99,537,768 100.0 104,009,621 100.0 106,363,453 100.0 111,171,304 100.0 120,150,135 100.0

4人～9人 4,402,588 4.4 3,721,248 3.6 4,180,853 3.9 3,691,209 3.3 3,982,940 3.3

10人～19人 6,353,180 6.4 5,870,741 5.6 5,530,269 5.2 5,479,168 4.9 5,628,822 4.7

20人～29人 4,124,899 4.1 4,622,263 4.4 5,188,573 4.9 5,232,184 4.7 5,885,016 4.9

30人～99人 19,151,703 19.2 19,155,304 18.4 19,259,976 18.1 18,397,915 16.5 19,634,882 16.3

100人～299人 19,687,453 19.8 19,457,946 18.7 21,093,263 19.8 23,935,095 21.5 23,902,377 19.9

300人以上 45,817,945 46.0 51,182,119 49.2 51,110,519 48.1 54,435,733 49.0 61,116,098 50.9

従業者規模

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比

平成19年

実数 構成比

図14-1 従業者規模別、事業所数の推移 図14-2 従業者規模別、従業者数の推移 

図14-3 従業者規模別、製造品出荷額等の推移 



36 

(4) 現金給与総額 
 
・ 最近５年間の全体の推移をみると、３００人以上が増加傾向にあり、平成１５年に比べ平成１９年は３

３．９％増加した。一方、１０人～１９人は平成１５年に比べ平成１９年は△１９．２％と最も減少し

た。                                    （図・表１４－４）       

 

・ 平成１９年の構成比をみると、３００人以上が３２．４％と最も大きく、次いで１００人～２９９人が

２４．１％、３０人～９９人が２２．１％の順になっている。３０人以上の規模を合計すると１２７４

億６２６万円となり、全体の７８．６％を占めている。               （表１４－４） 

 

・ 従業者数４人～２９人を産業中分類別にみると、食料品が６６億３３６３万円で最も多く、次いで窯業・

土石が５３億２９５６万円、一般機械が４１億９９００万円の順になり、この３業種で４人～２９人全

体の４６．７％を占めている。                    （時系列表 第１４表参照）       

 

・ 従業者数３０人以上を産業中分類別にみると、鉄鋼が２４４億６３８４万円で最も多く、次いで電子部

品が２３５億８５１４万円、一般機械が１７８億３９９万円の順になり、この３業種で３０人以上全体

の５１．７％を占めている。                      （時系列表 第１５表参照） 

                                                     

  

(5) 原材料使用額等 
 

・ 最近５年間の全体の推移をみると、製造品出荷額等と同じく３００人以上が他の規模に比べ突出してお

り、全体の５５％前後で推移している。                                     （図・表１４－５）      

 

・ 平成１９年の構成比をみると、３００人以上が５５．９％と最も大きく、次いで１００人～２９９人が

２０．０％、３０人～９９人が１４．３％の順になっている。３０人以上を合計すると６８０９億４２

２１万円となり、全体の９０．２％を占めている。                               （表１４－５）       

 

・ 従業者数４人～２９人を産業中分類別にみると、食料品が１４９億１４３２万円で最も多く、次いで窯

業・土石が１４７億６６８５万円、木材が７９億７９２２万円の順になり、この３業種で４人～２９人

全体の５０．９％を占めている。                                      （時系列表 第１４表参照） 

                                                       

・ 従業者数３０人以上を産業中分類別にみると、情報通信機械が２１８０億７４０１万円、次いで鉄鋼が

１１１９億２１２８万円、電子部品が７６７億８９３４万円の順になり、この３業種で３０人以上全体

の５９．７％を占めている。                                          （時系列表 第１５表参照） 

                    

 

(6) 付加価値額 
 
・ 最近５年間の全体の推移をみると、３００人以上の占める割合が最も高く、平成１８年までは全体の３

０％台で推移していたが、平成１９年は４０％を超えている。                    （図・表１４－６）       

 

・ 平成１９年の構成比をみると、３００人以上が４２．４％と最も大きく、次いで３０人～９９人が１９．

５％、１００人～２９９人が１９．２％の順になっている。３０人以上を合計すると３２９０億３６３

４万円となり、全体の８１．１％を占めている。                                    （表１４－６）       

 

・ 従業者数４人～２９人を産業中分類別にみると、食料品が１５３億２６７５万円で最も多く、次いで窯

業・土石が１４７億６８０６万円、一般機械が８８億３４６８万円の順になり、この３業種で４人～２

９人全体の５０．７％を占めている。                                   （時系列表 第１４表参照）     

                                                        

・ 従業者数３０人以上を産業中分類別にみると、鉄鋼が１０２２億６５０８万円で最も多く、次いで電子

部品が５７５億５３１４万円、一般機械が４１６億６４３７万円の順になり、この３業種で３０人以上

全体の６１．２％を占めている。                                      （時系列表 第１５表参照）       
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図14-4 従業者規模別、現金給与額の推移 図14-5 従業者規模別、原材料使用額等の推移

図14-6 従業者規模別、付加価値額の推移 

表14-4 従業者規模別、現金給与総額の推移 単 位 ： 万 円 、 ％ 

増減数 増減率

合　　計 15,257,494 100.0 15,104,363 100.0 15,139,454 100.0 15,550,192 100.0 16,200,386 100.0 650,194 4.2

4人～9人 1,201,190 7.9 1,052,986 7.0 1,150,043 7.6 999,140 6.4 1,037,025 6.4 37,885 3.8

10人～19人 1,642,165 10.8 1,490,533 9.9 1,333,757 8.8 1,367,957 8.8 1,326,825 8.2 △ 41,132 △ 3.0

20人～29人 1,074,145 7.0 1,105,260 7.3 1,122,605 7.4 1,129,780 7.3 1,095,910 6.8 △ 33,870 △ 3.0

30人～99人 3,774,674 24.7 3,574,660 23.7 3,668,740 24.2 3,501,089 22.5 3,584,365 22.1 83,276 2.4

100人～299人 3,645,250 23.9 3,615,969 23.9 3,901,480 25.8 4,024,141 25.9 3,907,919 24.1 △ 116,222 △ 2.9

300人以上 3,920,070 25.7 4,264,955 28.2 3,962,829 26.2 4,528,085 29.1 5,248,342 32.4 720,257 15.9

従業者規模

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
対前年

表14-5 従業者規模別、原材料使用額等の推移 単 位 ： 万 円 、 ％ 

合　　計 61,633,473 100.0 65,815,175 100.0 67,073,272 100.0 68,637,122 100.0 75,495,512 100.0

4人～9人 1,850,588 3.0 1,520,667 2.3 1,713,504 2.6 1,550,154 2.3 1,701,875 2.3

10人～19人 2,828,174 4.6 2,619,573 4.0 2,518,697 3.8 2,436,131 3.5 2,502,103 3.3

20人～29人 1,842,736 3.0 2,263,880 3.4 2,686,460 4.0 2,679,108 3.9 3,197,313 4.2

30人～99人 10,629,271 17.2 10,083,007 15.3 10,046,368 15.0 9,692,610 14.1 10,769,322 14.3

100人～299人 10,795,646 17.5 11,460,343 17.4 12,604,218 18.8 14,051,067 20.5 15,102,043 20.0

300人以上 33,687,058 54.7 37,867,705 57.5 37,504,025 55.9 38,228,052 55.7 42,222,856 55.9

表14-6 従業者規模別、付加価値額の推移 単 位 ： 万 円 、 ％ 

合　　計 33,409,462 100.0 34,267,312 100.0 35,025,518 100.0 38,291,253 100.0 40,582,619 100.0

4人～9人 2,412,135 7.2 2,081,471 6.1 2,334,713 6.7 2,021,872 5.3 2,157,850 5.3

10人～19人 3,333,526 10.0 3,074,700 9.0 2,853,031 8.1 2,883,984 7.5 2,969,175 7.3

20人～29人 2,157,449 6.5 2,232,173 6.5 2,370,226 6.8 2,422,029 6.3 2,551,960 6.3

30人～99人 7,404,334 22.2 8,069,306 23.5 8,211,688 23.4 7,794,665 20.4 7,903,714 19.5

100人～299人 7,826,409 23.4 6,855,866 20.0 7,113,241 20.3 8,749,051 22.8 7,795,692 19.2

300人以上 10,275,609 30.8 11,953,796 34.9 12,142,619 34.7 14,419,652 37.7 17,204,228 42.4

従業者規模

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

実数 構成比実数 構成比

従業者規模

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

実数 構成比

構成比 実数

実数 構成比 実数

実数実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比

平成19年

平成19年

構成比

構成比
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１５. 産業３類型別、重化学工業・軽工業別の状況 (従業者４人以上の事業所) 
 

(1) 産業３類型別 (利用上の注意：別表４参照) 
 

ア 事業所数 
・ 最近５年間の全体の推移をみると、いずれも減少傾向で推移しており、生活関連・その他型産業では、平

成１５年に比べ平成１９年は１４９事業所（△１６．０％）減少している。      （図・表１５－１）      

 

・ 平成１９年の構成比をみると、生活関連・その他型産業が５０．７％で最も大きく、次いで基礎素材型産

業が３０．３％、加工組立型産業が１９．１％の順になっている。            （表１５－１）       

 

・ 生活関連・その他型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは食料品の３８５事業所で、その内訳を市

町村別にみると、浜田市が７６事業所で最も多くなっている。         （市町村表 第１６表参照）       

 

・ 基礎素材型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは窯業・土石の１４３事業所で、その内訳を市町村

別にみると、出雲市と江津市がともに２４事業所で最も多くなっている。   （市町村表 第１６表参照） 

 

・ 加工組立型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは一般機械の１４３事業所で、その内訳を市町村別

にみると、松江市が２９事業所で最も多くなっている。           （市町村表 第１６表参照）       

   

イ 従業者数 
・ 最近５年間の全体の推移をみると、生活関連・その他型産業が、平成１６年から４年連続で減少しており、

平成１５年に比べ平成１９年は２１５７人（△１４．２％）減少した。また、基礎素材型産業、加工組立

型産業は、平成１７年から３年連続で増加している。                （図・表１５－２）       

 

・ 平成１９年の構成比をみると、加工組立型産業が４０．０％で最も大きく、次いで基礎素材型産業が３１．

４％、生活関連・その他型産業が２８．７％の順になっている。             （表１５－２）      

 

・ 加工組立型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは電子部品の５７１０人で、その内訳を市町村別に

みると、斐川町が２８０３人で最も多くなっている。           （市町村表 第１６表参照）           

 

・ 基礎素材型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは鉄鋼の４３１０人で、その内訳を市町村別にみる

と、安来市が３１０７人で最も多くなっている。             （市町村表 第１６表参照）       

 

・ 生活関連・その他型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは食料品の６３６８人で、その内訳を市町

村別にみると、松江市が１３６１人で最も多くなっている。         （市町村表 第１６表参照） 

 

ウ 製造品出荷額等 
・ 最近５年間の全体の推移をみると基礎素材型産業の全体に占める割合が年々上昇している。一方、生活関

連・その他型産業の全体に占める割合は年々低下している。             （図・表１５－３）       

 

・ 平成１９年の構成比をみると、加工組立型産業が５０．８％で最も大きく、次いで基礎素材型産業が３６．

８％、生活関連・その他型産業が１２．３％の順になっている。             （表１５－３）       

 

・ 加工組立型産業を産業中分類別でみると、最も多いのは情報通信機械の２２４６億５８３４万円で、その

内訳を市町村別にみると、斐川町が２２３７億６１８８万円で９９．６％を占めている。             

（市町村表 第１６表参照） 

 

・ 基礎素材型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは鉄鋼の２２２２億９０５２万円で、その内訳を市

町村別にみると、安来市が１８５７億４８８３万円で８３．６％を占めている。（市町村表 第１６表参照）       

 

・ 生活関連・その他型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは食料品の７１５億９２１０万円で、その内訳を市町

村別にみると、浜田市が１７８億７０８１万円で最も多くなっている。              （市町村表 第１６表参照） 
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図15-3 産業３類型別、製造品出荷額等の推移

表15-1 産業３類型別、事業所数の推移 単位 ： ％ 

増減数 増減率

合　　計 1,808 100.0 1,647 100.0 1,672 100.0 1,565 100.0 1,547 100.0 △ 18 △ 1.2

基礎素材型産業 567 31.4 508 30.8 516 30.9 475 30.4 468 30.3 △ 7 △ 1.5

加工組立型産業 308 17.0 295 17.9 302 18.1 297 19.0 295 19.1 △ 2 △ 0.7

生活関連・その他型産業 933 51.6 844 51.2 854 51.1 793 50.7 784 50.7 △ 9 △ 1.1

表15-2 産業３類型別、従業者数の推移 単位 ： 人、％ 

増減数 増減率

合　　計 45,406 100.0 43,558 100.0 43,594 100.0 44,936 100.0 45,444 100.0 508 1.1

基礎素材型産業 14,047 30.9 13,269 30.5 13,592 31.2 14,168 31.5 14,248 31.4 80 0.6

加工組立型産業 16,163 35.6 16,065 36.9 16,236 37.2 17,667 39.3 18,157 40.0 490 2.8

生活関連・その他型産業 15,196 33.5 14,224 32.7 13,766 31.6 13,101 29.2 13,039 28.7 △ 62 △ 0.5

実数 構成比
対前年

実数 構成比 実数 構成比 実数

平成16年

実数 構成比

構成比

実数 構成比 実数 構成比
対前年

平成18年 平成19年

産 業 ３ 類 型

平成15年 平成16年 平成18年 平成19年

産 業 ３ 類 型

平成15年

実数 構成比

平成17年

実数 構成比

平成17年

実数 構成比

表15-3 産業３類型別、製造品出荷額等の推移 単位 ： 万円 、 ％ 

合　　計 99,537,768 100.0 104,009,621 100.0 106,363,453 100.0 111,171,304 100.0 120,150,135 100.0

基礎素材型産業 31,675,517 31.8 33,865,882 32.6 36,438,980 34.3 39,352,119 35.4 44,246,638 36.8

加工組立型産業 52,357,821 52.6 55,068,743 52.9 54,955,278 51.7 57,699,387 51.9 61,073,272 50.8

生活関連・その他型産業 15,504,430 15.6 15,074,996 14.5 14,969,195 14.1 14,119,798 12.7 14,830,225 12.3

平成19年

実数 構成比
産 業 ３ 類 型

平成15年 平成16年 平成18年

実数 構成比 実数 構成比構成比実数 構成比

平成17年

実数

図15-1 産業３類型別、事業所数の推移 図15-2 産業３類型別、従業者数の推移 
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エ 現金給与総額 
・ 最近５年間の全体の推移をみると、生活関連・その他型産業は減少傾向にあり、平成１５年に比べ平成１

９年は、３９億７４７３万円（△１１．３％）減少している。一方、加工組立型産業は、平成１５年に比

べ平成１９年は１０１億８６３２万円（１６．５％）増加している。        （図・表１５－４）       

 

・ 平成１９年の構成比をみると、加工組立型産業が４４．５％で最も大きく、次いで基礎素材型産業が３６．

２％、生活関連・その他型産業が１９．２％の順になっている。            （表１５－４）       

 

・ 加工組立型産業を産業中分類別でみると、最も多いのは電子部品の２４０億８６６６万円で、その内訳を

市町村別にみると、斐川町が１２７億１４４万円で最も多くなっている。   （市町村表 第１６表参照）       

 

・ 基礎素材型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは鉄鋼の２５０億５８０４万円で、その内訳を市町

村別にみると、安来市が１９２億９８６万円で最も多くなっている。     （市町村表 第１６表参照）       

 

・ 生活関連・その他型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは食料品の１４３億８０８８万円で、その

内訳を市町村別にみると、出雲市が２９億７３５６万円で最も多くなっている。（市町村表 第１６表参照）       

 

オ 原材料使用額等 
・ 最近５年間の全体の推移をみると、加工組立型産業の全体に占める割合が最も高く、毎年６０％前後で推

移している。また、基礎素材型産業の割合が年々上昇し、平成１９年は３０％を超えている。           

（図・表１５－５） 

 

・ 平成１９年の構成比をみると、加工組立型産業が５６．９％で最も大きく、次いで基礎素材型産業が３２．

８％、生活関連・その他型産業が１０．３％の順になっている。            （表１５－５）      

 

・ 加工組立型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは情報通信機械の２１８１億４０１９万円で、その

内訳を市町村別にみると、斐川町が２１７９億３９２１万円で９９．９％を占めている。          

（市町村表 第１６表参照） 

 

・ 基礎素材型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは鉄鋼の１１３２億９９１３万円で、その内訳を市

町村別にみると、安来市が８７７億１２３１万円で７７．４％を占めている。 （市町村表 第１６表参照）      

  

・ 生活関連・その他型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは食料品の３９６億４３９２万円で、その

内訳を市町村別にみると、浜田市が１０６億８２８０万円で最も多くなっている。              

（市町村表 第１６表参照） 

カ 付加価値額 
・ 最近５年間の全体の推移をみると、生活関連・その他型産業の全体に占める割合が低下傾向にあり、平成

１５年は２０．５％だったが、平成１９年は１６．０％になっている。       （図・表１５－６）       

                             

・ 平成１９年の構成比をみると、基礎素材型産業が４４．７％で最も大きく、次いで加工組立型産業が３９．

３％、生活関連・その他型産業が１６．０％の順になっている。            （表１５－６）       

 

・ 基礎素材型産業を産業中分類別みると、最も多いのは鉄鋼の１０３０億７９３９万円で、その内訳を市町

村別にみると、安来市が９３９億６９９４万円で９１．２％を占めている。 （市町村表 第１６表参照）       

 

・ 加工組立型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは電子部品の５８２億４１５１万円で、その内訳を

市町村別にみると、斐川町が３７３億３５９１万円で最も多くなっている。 （市町村表 第１６表参照）       

 

・ 生活関連・その他型産業を産業中分類別にみると、最も多いのは食料品の２９６億６６４２万円で、その

内訳を市町村別にみると、浜田市が６７億７０７９万円で最も多くなっている。（市町村表 第１６表参照）       
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図15-5 産業３類型別、原材料使用額等の推移

図15-6 産業３類型別、付加価値額の推移 

図15-4 産業３類型別、現金給与額の推移 

表15-4 産業３類型別、現金給与総額の推移 単位 ： 万円 、 ％ 

増減数 増減率

合　　計 15,257,494 100.0 15,104,363 100.0 15,139,454 100.0 15,550,192 100.0 16,200,386 100.0 650,194 4.2

基礎素材型産業 5,550,703 36.4 5,267,578 34.9 5,505,416 36.4 5,676,811 36.5 5,872,436 36.2 195,625 3.4

加工組立型産業 6,191,287 40.6 6,542,021 43.3 6,383,896 42.2 6,772,651 43.6 7,209,919 44.5 437,268 6.5

生活関連・その他型産業 3,515,504 23.0 3,294,764 21.8 3,250,142 21.5 3,100,730 19.9 3,118,031 19.2 17,301 0.6

対前年

平成19年

実数

平成16年

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 構成比
産 業 ３ 類 型

平成15年 平成18年平成17年

実数 構成比

表15-5 産業３類型別、原材料使用額等の推移 単位 ： 万円 、 ％ 

合　　計 61,633,473 100.0 65,815,175 100.0 67,073,272 100.0 68,637,122 100.0 75,495,512 100.0

基礎素材型産業 15,991,998 25.9 17,518,341 26.6 18,907,686 28.2 19,853,811 28.9 24,741,862 32.8

加工組立型産業 37,692,504 61.2 40,596,063 61.7 40,149,464 59.9 41,265,249 60.1 42,970,160 56.9

生活関連・その他型産業 7,948,971 12.9 7,700,771 11.7 8,016,122 12.0 7,518,062 11.0 7,783,490 10.3

表15-6 産業３類型別、付加価値額の推移 単位 ： 万円 、 ％ 

合　　計 33,409,462 100.0 34,267,312 100.0 35,025,518 100.0 38,291,253 100.0 40,582,619 100.0

基礎素材型産業 14,151,633 42.4 15,112,791 44.1 16,171,126 46.2 17,932,090 46.8 18,128,557 44.7

加工組立型産業 12,424,040 37.2 12,571,226 36.7 12,574,872 35.9 14,336,863 37.4 15,954,254 39.3

生活関連・その他型産業 6,833,789 20.5 6,583,295 19.2 6,279,520 17.9 6,022,300 15.7 6,499,808 16.0

平成19年

平成19年

実数 構成比構成比 実数 構成比

実数 構成比実数 構成比 実数 構成比

産 業 ３ 類 型

平成15年 平成16年 平成18年

実数 構成比

平成17年

実数 構成比実数

実数 構成比
産 業 ３ 類 型

平成15年 平成16年 平成18年

実数 構成比

平成17年
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(2) 重化学工業・軽工業別 (利用上の注意：別表４参照) 
 

ア 事業所数 
 

・ 最近５年間の推移をみると、軽工業が毎年構成比７０％台で推移している。また、重化学工業、軽工業と

も増減を繰り返しながら減少傾向で推移している。                  （表１５－７）       

 

・ 産業中分類別にみると、軽工業で最も多いのは食料品の３８５事業所で、軽工業全体の３４．８％を占め

ている。また、重化学工業で最も多いのは一般機械の１４３事業所で、重化学工業全体の３２．４％を占

めている。                               （時系列表 第１表参照） 

                                                      

イ 従業者数 
 

・ 最近５年間の推移をみると、軽工業は平成１６年から４年連続で減少している。また、重化学工業は平成

１７年から３年連続で増加おり、平成１６年から全体の５０％を超えている。      （表１５－８）      

 

・ 産業中分類別にみると、軽工業で最も多いのは食料品の６３６８人で、軽工業全体の３１．８％を占めて

いる。また、重化学工業で最も多いのは電子部品の５７１０人で、重化学工業全体の２２．５％を占めて

いる。                                 （時系列表 第２表参照） 

                                                      

ウ 製造品出荷額等 
 

・ 最近５年間の推移をみると、重化学工業の割合が年々上昇しており、平成１９年は７５．５％となってい

る。                                       （表１５－９）       

 

・ 産業中分類別にみると、重化学工業で最も多いのは情報通信機械の２２４６億５８３４万円で、重化学工

業全体の２４．８％を占めている。また、軽工業で最も多いのは食料品の７１５億９２１０万円で、軽工

業全体の２４．４％を占めている。                      （時系列表 第３表参照）      

 

エ 現金給与総額 
 

・ 最近５年間の推移をみると、重化学工業の割合が年々上昇している。また、軽工業は４年連続で減少を続

けており、重化学工業と軽工業の割合は年々広がっている 。                       （表１５－１０） 

 

・ 産業中分類別にみると、重化学工業で最も多いのは鉄鋼の２５０億５８０４万円で、重化学工業全体の２

３．２％を占めている。また、軽工業で最も多いのは食料品の１４３億８０８８万円で、軽工業全体の２

６．７％を占めている。                          （時系列表 第４表参照） 

                                                   

オ 原材料使用額等 
 

・ 最近５年間の推移をみると、重化学工業が毎年構成比７０％台で推移している。     （表１５－１１）             

 

・ 産業中分類別にみると、重化学工業で最も多いのは情報通信機械の２１８１億４０１９万円で、重化学工

業全体の３７．３％を占めている。また、軽工業で最も多いのは食料品の３９６億４３９２万円で、軽工

業全体の２３．４％を占めている。                      （時系列表 第５表参照）       

 
カ 付加価値額 
 

・ 最近５年間の推移をみると、重化学工業の割合が年々上昇しており、平成１９年は７１．９％となってい

る。                                       （表１５－１２）  

                    

・ 産業中分類別にみると、重化学工業で最も多いのは鉄鋼の１０３０億７９３９万円で、重化学工業全体の

３５．３％を占めている。また、軽工業で最も多いのは食料品の２９６億６６４２万円で、軽工業全体の

２６．０％を占めている。                         （時系列表 第６表参照）       
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表15-7 重化学工業・軽工業別、事業所数の推移 単位 ： ％ 

増減数 増減率

合　　計 1,808 100.0 1,647 100.0 1,672 100.0 1,565 100.0 1,547 100.0 △ 18 △ 1.2

重化学工業 467 25.8 442 26.8 458 27.4 441 28.2 441 28.5 0 0.0

軽 工 業 1,341 74.2 1,205 73.2 1,214 72.6 1,124 71.8 1,106 71.5 △ 18 △ 1.6

表15-8 重化学工業・軽工業別、従業者数の推移 単位 ： 人 、 ％ 

増減数 増減率

合　　計 45,406 100.0 43,558 100.0 43,594 100.0 44,936 100.0 45,444 100.0 508 1.1

重化学工業 22,545 49.7 22,273 51.1 22,757 52.2 24,842 55.3 25,411 55.9 569 2.3

軽 工 業 22,861 50.3 21,285 48.9 20,837 47.8 20,094 44.7 20,033 44.1 △ 61 △ 0.3

対前年
構成比 実数実数 構成比

構成比 実数

構成比

構成比
対前年

平成15年 平成16年 平成18年平成17年 平成19年

実数 構成比

平成18年平成17年

実数 構成比

平成19年

実数 構成比 実数 構成比 実数

平成15年 平成16年

実数 構成比 実数

表15-9 重化学工業・軽工業別、製造品出荷額等の推移 単位 ： 万円 、 ％ 

合　　計 99,537,768 100.0 104,009,621 100.0 106,363,453 100.0 111,171,304 100.0 120,150,135 100.0

重化学工業 70,063,920 70.4 75,673,060 72.8 78,004,320 73.3 83,474,110 75.1 90,760,951 75.5

軽 工 業 29,473,848 29.6 28,336,561 27.2 28,359,133 26.7 27,697,194 24.9 29,389,184 24.5

平成17年

実数 構成比

平成15年 平成16年 平成18年

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比

平成19年

表15-10 重化学工業・軽工業別、現金給与総額の推移 単位 ： 万円 、 ％ 

増減数 増減率

合　　計 15,257,494 100.0 15,104,363 100.0 15,139,454 100.0 15,550,192 100.0 16,200,386 100.0 650,194 4.2

重化学工業 9,135,264 59.9 9,435,285 62.5 9,557,402 63.1 10,154,199 65.3 10,820,303 66.8 666,104 6.6

軽 工 業 6,122,230 40.1 5,669,078 37.5 5,582,052 36.9 5,395,993 34.7 5,380,083 33.2 △ 15,910 △ 0.3

平成17年平成15年 平成16年 平成18年 平成19年

実数 構成比 実数 構成比 実数実数 構成比 構成比 実数 構成比
対前年

表15-11 重化学工業・軽工業別、原材料使用額等の推移 単位 ： 万円 、 ％ 

合　　計 61,633,473 100.0 65,815,175 100.0 67,073,272 100.0 68,637,122 100.0 75,495,512 100.0

重化学工業 46,460,666 75.4 51,165,811 77.7 51,942,591 77.4 53,813,714 78.4 58,541,124 77.5

軽 工 業 15,172,807 24.6 14,649,364 22.3 15,130,681 22.6 14,823,408 21.6 16,954,388 22.5

表15-12 重化学工業・軽工業別、付加価値額の推移 単位 ： 万円 、 ％ 

合　　計 33,409,462 100.0 34,267,312 100.0 35,025,518 100.0 38,291,253 100.0 40,582,619 100.0

重化学工業 20,517,040 61.4 21,993,301 64.2 23,207,697 66.3 26,550,203 69.3 29,181,420 71.9

軽 工 業 12,892,422 38.6 12,274,011 35.8 11,817,821 33.7 11,741,050 30.7 11,401,199 28.1

実数 構成比構成比

平成17年

実数

平成15年 平成16年 平成18年

実数

平成19年

平成19年

実数 構成比

実数 構成比 実数

構成比 実数 構成比 実数

平成15年 平成16年 平成18年平成17年

実数 構成比構成比 実数 構成比 構成比
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１６. 市町村別・圏域別の状況 (従業者 4 人以上の事業所) 
 

(1) 事業所数 

ア） 市町村別 

・ 前年に比べ増加したのは、益田市、安来市（ともに４事業所増加）など４市であった。一方、減少したの

は、出雲市（△１２事業所減少）、江津市（△９事業所減少）など８市町であった。                 

（市町村表 第１表参照） 

 

・ 上位市町村の年次推移をみると、最も多いのが出雲市で、次いで松江市、浜田市の順になっており、上位

３位に順位の変動はない。また、出雲市、松江市、浜田市とも最も多い業種は食料品となっている。  

（図１６－１）（市町村表 第１表、第１５表参照） 

イ）  圏域別 

・ 前年に比べ増加したのは、松江地区（７事業所増加）など３圏域であった。一方、減少したのは出雲地区

（△１２事業所減少）など４圏域であった。                 （市町村表 第１表参照）       

                                                   

・ 圏域別の年次推移をみると、最も多いのが松江地区で、次いで出雲地区、浜田地区の順になっており、上

位３位に順位の変動はない。また、松江地区と出雲地区の２圏域で、毎年全体の約半数を占めている。 

（図１６－２）（市町村表 第１表参照） 

(2) 従業者数 

ア） 市町村別 

・ 前年に比べ増加したのは、斐川町（４２２人増加）など１０市町であった。一方、減少したのは、江津市

（△３４４人減少）など１０市町であった。                （市町村表 第２表参照）       

 

・ 上位市町村の年次推移をみると、最も多いのが出雲市で、次いで斐川町、安来市の順になっており、斐川

町と安来市の順位が入れ替わっている。また、出雲市で最も多い業種は食料品で１０６７人であった。        

                             （図１６－３）（市町村表 第２表、第１５表参照） 

イ） 圏域別 

・ 前年に比べ増加したのは、出雲地区（６２１人増加）と益田地区（３０５人増加）の２圏域であった。一

方、減少したのは浜田地区（△３４１人減少）など５圏域であった。     （市町村表 第２表参照）       

 

・ 圏域別の年次推移をみると、松江地区と出雲地区が他の圏域に比べ突出して多く、この２圏域で毎年全体

の約６０％を占めて推移している。             （図１６－４）（市町村表 第２表参照） 

 

(3) 製造品出荷額等 

ア） 市町村別 

・ 上位市町村の年次推移をみると、斐川町が突出しており、毎年全体の約３０％を占めて推移している。ま

た、斐川町で最も多い業種は情報通信機械で２２３７億６１８８万円であった。 

（図１６－５）（市町村表 第３表、第１５表参照） 

                                          

イ） 圏域別 

・ 圏域別の年次推移をみると、出雲地区と松江地区の割合が大きく、この２圏域で毎年全体の約７０％を占

めている。                        （図１６－６）（市町村表 第３表参照）       
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図16-1 上位市町村の事業所数年次推移 

図16-3 上位市町村の従業者数年次推移 

図16-5 上位市町村の製造品出荷額等年次推移 

図16-2 圏域別事業所数の年次推移 

図16-4 圏域別従業者数の年次推移 

図16-6 圏域別製造品出荷額等の年次推移 
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(4) 現金給与総額 

ア） 市町村別 

・ 前年に比べ増加したのは、斐川町（３７億８５９９万円増加）など９市町であった。一方、減少したのは、

江津市 （△１２億２２９９万円減少）など９市町であった（秘匿となった町を除く）。               

（市町村表 第４表参照） 

 

・ 上位市町村の年次推移をみると、最も多いのが安来市で、次いで出雲市、斐川町の順になっている。また、

安来市で最も多い業種は鉄鋼の１９２億９８６万円であった。        

（図１６－７）（市町村表 第４表、第１５表参照） 

 

イ） 圏域別 

・ 前年に比べ増加したのは、出雲地区（５０億５９７７万円増加）など３圏域であった。一方、減少したの

は、浜田地区 （△１３億８４２４万円減少）など４圏域であった。    （市町村表 第４表参照）       

 

・ 圏域別の年次推移をみると、松江地区と出雲地区の割合が大きく、この２圏域で毎年全体の約６０％を

占めている。                       （図１６－８）（市町村表 第４表参照）       

 

(5) 原材料使用額等 

ア） 市町村別 

・ 上位市町村の年次推移をみると、製造品出荷額等と同様に斐川町が突出しており、２位の安来市の２．７

倍になっている。また、斐川町で最も多い業種は情報通信機械の２１７９億３９２１万円であった。 

（図１６－９）（市町村表 第５表、第１５表参照）         

 

イ） 圏域別 

・ 圏域別の年次推移をみると、斐川町を含んでいる出雲地区が突出しており、毎年全体の約５０％で推移し

ている。また、出雲地区、松江地区の２圏域で毎年全体の約７０％を占めている。 

 （図１６－１０）（市町村表 第５表参照） 

 

(6) 付加価値額 

ア）  市町村別 

・ 上位市町村の年次推移をみると、最も多いのが安来市で、次いで斐川町、出雲市の順になっており、斐川

町と出雲市の順位が入れ替わっている。また、安来市で最も多い業種は鉄鋼の９３９億６９９４万円で、

安来市全体の８３．６％を占めている。      （図１６－１１）（市町村表 第６表、第１６表参照） 

 

イ）  圏域別 

・ 圏域別の年次推移をみると、最も多いのが松江地区で、次いで出雲地区、雲南地区の順になっており、前

年３位の浜田地区が４位になっている。また、松江地区と出雲地区の割合が大きく、この２圏域で毎年全

体の６０％以上を占めている。              （図１６－１２）（市町村表 第６表参照）       
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 図16-8 圏域別現金給与総額の年次推移 

図16-10 圏域別原材料使用額等の年次推移 

図16-12 圏域別付加価値額の年次推移 

図16-7 上位市町村の現金給与総額年次推移 

図16-9 上位市町村の原材料使用額等年次推移 

図16-11 上位市町村の付加価値額年次推移 
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１７. 全国との比較 (従業者 4 人以上の事業所)    

※全国の数値は、経済産業省公表の平成１９年工業統計表 産業編「概要版」による。 

（１）産業３類型別の比較 

・ 産業３類型別に事業所数、従業者数、製造品出荷額等の割合を全国と比較してみると、事業所数において

は、生活関連・その他型産業の割合が、従業者数においては、生活関連・その他型産業と基礎素材型産業

の割合が、また、製造品出荷額等においては、加工組立型産業の割合が高くなっている。    （図・表１７－１） 

 

 

（２）従業者規模別の比較 

・ 従業者規模別に事業所数、従業者数、製造品出荷額等の割合を全国と比較してみると、事業所数において

は、４人～９人、１０人～１９人及び３０人～９９人の割合が、従業者数においては、４人～９人、１０

人～１９人、３０人～９９人及び１００人～２９９人の割合が、また、製造品出荷額等においては、９９

人以下の各規模の割合が高くなっている。                    （図・表１７－２）       

                                                         

図17-1 産業３類型別構成比 

図17-2 従業者規模別構成比 

表17-1 産業３類型別、事業所数、従業者数、製造品出荷額等            　　　単位：人、百万円

島根県 全　国 島根県 全　国 島根県 全　国

合　　計 1,547 258,232 45,444 8,518,545 1,201,501 336,756,635

基礎素材型産業 468 94,938 14,248 2,655,335 442,466 123,942,090

加工組立型産業 295 70,627 18,157 3,616,268 610,733 159,784,011

生活関連・その他型産業 784 92,667 13,039 2,246,942 148,302 53,030,534

 製造品出荷額等
産業３類型

事業所数 従業者数
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(3) 産業中分類別特化係数（表１７－３） 

・ 産業中分類別特化係数をみると、事業所数、従業者数、製造品出荷額等のいずれの項目も全国水準を超

えているのは、衣服、木材、家具、窯業・土石、鉄鋼の５業種であった。 

・ 事業所数で特化係数が最も高いのは、飲料・たばこ・飼料で２．３８９、次いで木材 ２．１７２、衣

服 ２．０８２の順になっている。 

・ 従業者数で特化係数が最も高いのは、鉄鋼で３．５３０、次いで衣服２．４６１、木材２．４３８の順

になっている。 

・ 製造品出荷額等で特化係数が最も高いのは、情報通信機械で４．７２５、次いで木材４．５１１、鉄鋼 

２．９４０の順になっている。 

＊特化係数とは、全国の産業中分類別構成比に対する島根県の産業中分類別構成

比の割合で、１に近いほど全国の水準に近く、１を超えると全国水準より比重が高い

ことになる。 

島 根 県 の 産 業 別 構 成 比

全 国 の 産 業 別 構 成 比
産 業 別 特 化 係 数  ＝

表17-2 従業者規模別、事業所数、従業者数、製造品出荷額等            　　　単位：人、百万円

島根県 全　国 島根県 全　国 島根県 全　国

合　　計 1,547 258,232 45,444 8,518,545 1,201,501 336,756,635

4人～9人 724 117,259 4,477 712,230 39,829 8,749,734

10人～19人 387 62,441 5,203 849,407 56,288 14,414,930

20人～29人 157 30,850 3,838 756,973 58,850 15,329,681

30人～99人 203 33,012 11,245 1,784,487 196,349 50,075,654

100人～299人 62 11,113 10,162 1,800,412 239,024 70,278,024

300人以上 14 3,557 10,519 2,615,036 611,161 177,908,611

事業所数 従業者数 製造品出荷額等
従業者規模

表17-3 産業中分類別特化係数

産業中分類

食料品 1.977 1.052 0.829

飲料・たばこ・飼料 2.389 1.483 0.540

繊維 0.246 0.959 1.617

衣服 2.082 2.461 1.916

木材 2.172 2.438 4.511

家具 1.422 1.277 1.283

パルプ・紙 0.766 1.004 0.958

印刷 0.593 0.568 0.654

化学 0.265 0.312 0.221

石油・石炭 1.524 0.498 0.049

プラスチック 0.292 0.503 0.523

ゴム 0.570 1.337 0.798

皮革 0.317 0.552 0.252

窯業・土石 1.851 1.351 1.405

鉄鋼 1.031 3.530 2.940

非鉄金属 0.263 0.593 0.384

金属製品 0.475 0.507 0.647

一般機械 0.703 0.882 0.904

電気機械 0.658 0.723 0.492

情報通信機械 0.874 1.268 4.725

電子部品 0.984 2.027 1.931

輸送機械 0.685 0.486 0.325

精密機械 0.314 1.056 0.909

その他の製造業 0.583 0.337 0.176

事業所数 従業者数 製造品出荷額等
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(4) 産業中分類別１事業所当たりの比較 （表１７－４） 

 

① 従業者数 

・ 全国を上回っているのは１３業種で、全国との差が最も大きいのが鉄鋼（島根県１４８．６人、全国４

８．７人、 差９９．９人）、次いで電子部品（島根県１６７．９人、全国９１．６人、差７６．３人）、

精密機械（島根県１１３．０人、全国３７．７人、差７５．３人）となっている。 

 

・ 全国を下回っているのは１０業種で、全国との差が最も大きいのは輸送機械（島根県５３．４人、全国

８４．５人、差３１．１人）であった。 

 

②  製造品出荷額等 

・ 全国を上回っているのは７業種で、全国との差が最も大きいのが情報通信機械（島根県１８７億２１５

３万円、全国５８億１１１６万円、差１２９億１０３７万円）、次いで鉄鋼（島根県７６億６５１９万円、

全国４５億１２７０万円、 差３１億５２４９万円）、繊維（島根県１２億７８５５万円、全国３億２６７

０万円、差９億５１８５万円）となっている。 

 

・ 全国を下回っているのは１７業種で、全国との差が最も大きいのは石油・石炭（島根県２億６４７０万

円、全国１３８億９５９７万円、差１３６億３１２７万円）であった。 

 

③  付加価値額 

・ 全国を上回っているのは６業種で、全国との差が最も大きいのが鉄鋼（島根県３５億５４４６万円、全

国１１億８０９２万円、差２３億７３５４万円）、次いで精密機械（島根県９億７２４８万円、全国４億２

８６７万円、差５億４３８１万円）、電子部品（島根県１７億１２９９万円、全国１２億１３７９万円、差

４億９９２０万円）となっている。 

 

・ 全国を下回っているのは１８業種で、全国との差が最も大きいのは情報通信機械（島根県４億４８５３

万円、全国１５億９９７０万円、差１１億５１１７万円）であった。 

 

 

(5) 産業中分類別従業者１人当たりの比較 （表１７－４） 

 

① 製造品出荷額等 

・ 全国を上回っているのは３業種で、全国との差が最も大きいのが情報通信機械（島根県１億４３４６万

円、全国５７５６万３千円、差８５８９万７千円）、次いで木材（島根県２８２５万円、全国２２８２万９

千円、差５４２万１千円）、繊維（島根県１９９４万６千円、全国１７６８万８千円、差２２５万８千円）

となっている。 

 

・ 全国を下回っているのは２１業種で、全国との差が最も大きいのは石油・石炭（島根県３６０９万５千

円、全国５億５１７２万円、差５億１５６２万５千円）であった。 

 

②  付加価値額 

・ 全国を上回っているのは１業種で、木材（島根県７６６万円、全国７３９万８千円、差２６万２千円）

であった。 

 

・ 全国を下回っているのは２３業種で、全国との差が最も大きいのは石油・石炭（島根県１００１万２千

円、全国３０７５万円、差２０７３万８千円）であった。 
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表17-4 １事業所当たり、従業者１人当たり、従業者数、製造品出荷額等、付加価値額

全　国 全　国 全　国 全　国 全　国

合　　計 29.4 33.0 77,667 130,409 26,233 42,077 26,439 39,532 8,930 12,755

食料品 16.5 34.9 18,595 74,432 7,706 26,820 11,242 21,317 4,659 7,681

飲料・たばこ・飼料 12.8 23.2 30,382 225,529 13,269 66,579 23,736 97,405 10,366 28,755

繊維 64.1 18.5 127,855 32,670 36,485 13,016 19,946 17,688 5,692 7,047

衣服 18.5 17.6 8,928 16,289 5,025 7,403 4,820 9,258 2,713 4,208

木材 14.6 14.6 41,150 33,266 11,158 10,780 28,250 22,829 7,660 7,398

家具 12.1 15.1 14,846 27,635 6,971 11,256 12,255 18,243 5,754 7,430

パルプ・紙 33.1 28.3 76,999 103,318 22,678 33,047 23,292 36,497 6,860 11,674

印刷 17.5 20.5 28,081 42,784 14,709 18,946 16,046 20,855 8,405 9,235

化学 74.1 70.9 279,420 562,057 122,977 214,570 37,696 79,313 16,591 30,278

石油・石炭 7.3 25.2 26,470 1,389,597 7,342 77,449 36,095 551,720 10,012 30,750

プラスチック 45.1 29.4 82,708 77,392 22,745 28,187 18,321 26,323 5,038 9,587

ゴム 85.9 41.1 91,524 109,736 35,948 44,200 10,654 26,683 4,184 10,747

皮革 22.0 14.2 11,218 23,723 6,305 8,798 5,099 16,699 2,866 6,193

窯業・土石 14.8 22.8 29,766 65,847 13,394 30,203 20,106 28,903 9,047 13,258

鉄鋼 148.6 48.7 766,519 451,270 355,446 118,092 51,576 92,597 23,916 24,231

非鉄金属 98.0 48.9 295,342 339,979 99,478 81,306 30,137 69,523 10,151 16,626

金属製品 18.9 19.9 36,930 45,537 14,441 17,930 19,545 22,872 7,643 9,006

一般機械 35.0 31.3 81,817 106,828 35,314 39,050 23,362 34,093 10,084 12,462

電気機械 47.8 48.8 78,708 176,547 27,294 57,482 16,478 36,200 5,714 11,786

情報通信機械 130.5 101.0 1,872,153 581,116 44,853 159,970 143,460 57,563 3,437 15,846

電子部品 167.9 91.6 424,191 363,030 171,299 121,379 25,258 39,644 10,200 13,255

輸送機械 53.4 84.5 145,095 514,325 48,650 142,368 27,165 60,847 9,108 16,843

精密機械 113.0 37.7 173,246 100,472 97,248 42,867 15,332 26,634 8,606 11,364

その他の製造業 9.2 17.8 8,647 48,132 4,261 18,582 9,449 27,060 4,657 10,447

島根県 島根県島根県 島根県 島根県

１ 事 業 所 当 た り（人，万円） 従 業 者 １ 人 当 た り（千円）

製造品出荷額等 付加価値額付加価値額従業者数 製造品出荷額等
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